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(57)【要約】
【課題】高速印刷時にもオフセット防止可能な定着液、
並びに該定着液を用いた定着装置、及び画像形成装置の
提供。
【解決手段】樹脂微粒子を記録媒体に定着させる定着液
であって、水と、脂肪族エステルと、脂肪酸塩と、パー
フルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドと、を
含有する定着液である。前記定着液を泡状化して、泡状
定着液を生成する泡状定着液生成手段と、前記泡状定着
液を記録媒体上の樹脂微粒子層に付与する泡状定着液付
与手段と、を有する定着装置である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂微粒子を記録媒体に定着させる定着液であって、
　水と、脂肪族エステルと、脂肪酸塩と、パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオ
キシドと、を含有することを特徴とする定着液。
【請求項２】
　パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドが、分子内にパーフルオロアルケ
ニル基を２つ有し、かつ、エチレンオキシドの平均付加モル数が、２２及び４５のいずれ
かである請求項１に記載の定着液。
【請求項３】
　請求項１から２のいずれかに記載の定着液を泡状化して、泡状定着液を生成する泡状定
着液生成手段と、
　前記泡状定着液を記録媒体上の樹脂微粒子層に付与する泡状定着液付与手段と、
　を有することを特徴とする定着装置。
【請求項４】
　泡状定着液生成手段が、水、脂肪族エステル、及びパーフルオロアルケニル基含有ポリ
エチレンオキシドを含有する軟化剤液と、水、及び脂肪酸塩を含有する起泡剤液とを混合
し定着液を生成する定着液作製部材を有する請求項３に記載の定着装置。
【請求項５】
　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　前記静電潜像を、樹脂微粒子であるトナーを含む現像剤を用いて現像して可視像を形成
する現像手段と、
　前記可視像を記録媒体に転写する転写手段と、
　前記記録媒体に転写された転写像を定着させる定着手段と、
　を有する画像形成装置であって、
　前記定着手段が、請求項３から４のいずれかに記載の定着装置であることを特徴とする
画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、定着液、並びに該定着液を用いた定着装置及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プリンタ、ファクシミリ、複写装置、これらのうちの複数の機能を有する複合機などの
画像形成装置は、紙、布、ＯＨＰ用シートなどの記録媒体に、画像情報に基づいて、文字
や記号を含む画像を形成する装置である。画像形成装置には種々の方式があるが、その中
でも電子写真方式の画像形成装置は、普通紙に高精細な画像を高速で形成することができ
るため、広くオフィスで使用されている。このような電子写真方式の画像形成装置におい
ては、定着速度が速く、定着画像品質が高いため、記録媒体上のトナーを加熱して溶融さ
せ、溶融したトナーを加圧することにより、トナーを記録媒体上に定着させる熱定着方式
が広く用いられている。この熱定着方式は、高い定着速度及び高い定着画像品質を提供す
ることができるため、好適に用いられている。
【０００３】
　しかしながら、このような熱定着方式を用いた電子写真方式の画像形成装置においては
、消費電力の約半分以上がトナーを加熱することに消費されており、省エネルギー化を図
りにくいという課題を有している。
　そこで、近年における環境問題対策の観点からは、低消費電力（省エネルギー）の定着
装置、即ち、加熱せずにトナーを記録媒体に定着させる非加熱定着方法の定着装置が望ま
れている。
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【０００４】
　このような非加熱定着方法としては、例えば、トナーを溶解または膨潤可能な有機溶媒
を付着させることでトナーを軟化する湿式定着方法が提案されている（特許文献１～４参
照）。
　これらの提案の技術は、接触型の定着液付与手段である塗布ローラを用いて定着液を液
状のまま記録媒体に塗布することで、液状の定着液を記録媒体上の未定着トナー像に付与
する技術である。このような液状の定着液をトナー像に塗布して定着を行う技術では、記
録媒体上のトナー像への定着液の微量塗布と塗布ローラへのトナーオフセット防止を両立
させることが極めて難しいという問題があった。
【０００５】
　そこで、定着液の微量塗布とトナーオフセットの防止とを両立することができる定着方
式として、定着液を液中に気泡が分散した泡状定着液とし、この泡状定着液を記録媒体上
のトナー像に塗布する定着方式が提案されている（特許文献５参照）。この提案の技術で
は、定着液を泡状にすることにより、定着液の密度を下げることができるため、従来より
も少量の定着液で塗布ローラ表面上の定着液の厚みを厚くすることができ、また、記録媒
体上のトナー粒子に対する液体の表面張力の影響を軽減することができる。また、定着液
の使用量が少量でよいため、記録媒体上の残液感を抑制することができる。また、泡状の
定着液は、通常の液体状の定着液よりも流れ難いため、定着液によってトナー粒子が流さ
れることによる画像劣化も防止することができる。
　しかし、この提案の技術は、高速印刷時には、泡状定着液がトナーなどの樹脂微粒子に
よる層を浸透する時間よりも、泡状定着液を付与する時間が短くなり、オフセットが発生
するという問題がある。また、定着液の付着量を低減するため、泡状定着液の嵩密度を低
くすると、泡状定着液が樹脂微粒子層を浸透する時間が付与時間より長くなりオフセット
が発生するという問題がある。
【０００６】
　したがって、高速印刷時にもオフセット防止可能な定着液、並びに該定着液を用いた定
着装置及び画像形成装置の提供が求められているのが現状である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、高速印刷時にもオフセット防止可能な定着液、並びに該定着液を用い
た定着装置及び画像形成装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するための手段としては以下の通りである。即ち、
　＜１＞　樹脂微粒子を記録媒体に定着させる定着液であって、
　水と、脂肪族エステルと、脂肪酸塩と、パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオ
キシドと、を含有することを特徴とする定着液である。
　＜２＞　前記＜１＞に記載の定着液を泡状化して、泡状定着液を生成する泡状定着液生
成手段と、
　前記泡状定着液を記録媒体上の樹脂微粒子層に付与する泡状定着液付与手段と、
　を有することを特徴とする定着装置である。
　＜３＞　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　前記静電潜像を、樹脂微粒子であるトナーを含む現像剤を用いて現像して可視像を形成
する現像手段と、
　前記可視像を記録媒体に転写する転写手段と、
　前記記録媒体に転写された転写像を定着させる定着手段と、
　を有する画像形成装置であって、
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　前記定着手段が、前記＜２＞に記載の定着装置であることを特徴とする画像形成装置で
ある。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、従来における前記諸問題を解決し、前記目的を達成することができ、
高速印刷時にもオフセット防止可能な定着液、並びに該定着液を用いた定着装置及び画像
形成装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の定着装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】図２は、本発明の定着装置の定着液供給部の一例を示す構成図である。
【図３】図３は、本発明の定着装置の定着液塗布部の一例を示す構成図である。
【図４】図４は、本発明の定着装置における膜厚調整ブレードと塗布ローラの一例を示す
拡大模式図である。
【図５】図５は、図４よりも膜厚調整ギャップを広くした状態の膜厚調整ブレードと塗布
ローラの一例を示す拡大模式図である。
【図６】図６は、塗布ニップにおける塗布ローラ表面と転写紙の一例を拡大して示す拡大
模式図である。
【図７】図７は、泡状定着液の一例を示す拡大模式図である。
【図８】図８は、本発明の定着装置の他の一例を示す概略構成図である。
【図９】図９は、本発明の定着装置の定着液供給部の他の一例を示す構成図である。
【図１０】図１０は、本発明の定着装置で液混合部を備える定着液供給部の一例を示す構
成図である。
【図１１】図１１は、流路のみからなる液混合部の一例を示す拡大説明図である。
【図１２】図１２は、本発明の定着装置で加圧部材がベルト状である構成の一例を示す説
明図である。
【図１３Ａ】図１３Ａは、従来の定着装置において、定着液の層を塗布ローラから転写紙
に塗布している状態の一例を示す模式図（液層厚みが比較的薄いとき）である。
【図１３Ｂ】図１３Ｂは、従来の定着装置において、定着液の層を塗布ローラから転写紙
に塗布している状態の一例における、塗布ローラと転写紙との間を拡大して示す拡大模式
図（液層厚みが比較的薄いとき）である。
【図１４】図１４は、従来の液定着方式の定着装置における定着液塗布部の一例を拡大し
て示す拡大構成図（液層厚みが比較的厚いとき）である。
【図１５】図１５は、本発明の画像形成装置（プリンタ）の要部の一例を示す概略構成図
である。
【図１６】図１６は、本発明の画像形成装置（プリンタ）のプロセスユニットの一例を示
す拡大構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
（定着液）
　本発明の定着液は、トナーなどの樹脂微粒子を記録媒体に定着させる定着液であり、水
と、脂肪族エステルと、脂肪酸塩と、パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシ
ドと、を少なくとも含有し、更に必要に応じて、その他の成分を含有する。
【００１２】
＜水＞
　前記水としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、イ
オン交換水、限外濾過水、逆浸透水、蒸留水等の純水、超純水などが挙げられる。
【００１３】
　前記定着液における前記水の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができる。
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【００１４】
＜脂肪族エステル＞
　前記脂肪族エステルは、前記定着液において軟化剤として機能し、トナーなどの樹脂微
粒子に含まれる樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させることで樹脂微粒子を軟化させ
る。
【００１５】
　樹脂微粒子であるトナーの記録媒体に対する定着は、密封された環境において頻繁に使
用される機器で行われ、前記軟化剤は、トナーの記録媒体への定着後にもトナー中に残留
するため、記録媒体に対するトナーの定着は、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）及び不快臭の
発生を伴わないことが好ましい。即ち、前記軟化剤は、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）及び
不快臭の原因となる物質を含まないことが好ましい。前記脂肪族エステルは、一般に汎用
される揮発性有機化合物（ＶＯＣ）である有機溶剤（トルエン、キシレン、メチルエチル
ケトン、酢酸エチルなど）と比較して、高い沸点及び低い揮発性を有し、刺激臭を持たな
い。
【００１６】
　前記脂肪族エステルの臭気指数としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、１０以下であることが好ましい。前記臭気指数が、１０以下であると、
通常のオフィス環境では、不快臭を感じなくなる。
　また、前記脂肪族エステルのみならず、前記定着液に含まれる他の成分も、不快臭及び
刺激臭を有さないことが好ましい。
　前記臭気指数は、官能測定である三点比較式臭袋法による臭気指数〔１０×ｌｏｇ（物
質の臭気が感じられなくなるまでの物質の希釈倍率）〕である。この臭気指数は、オフィ
ス環境などにおける臭気を高い精度で測定することができる実用的な臭気の測定尺度とし
て好ましい。
【００１７】
　前記脂肪族エステルとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、飽和脂肪族エステル、脂肪族モノカルボン酸エステル、脂肪族ジカルボン酸エ
ステル、脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルなどが挙げられる。これらの中でも、
脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルが、保存安定性（酸化、加水分解などに対する
耐性）に優れる点で好ましい。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用
してもよい。
【００１８】
－飽和脂肪族エステル－
　前記飽和脂肪族エステルの多くは、トナーに含まれる樹脂を１秒間以内で溶解又は膨潤
させることができる。更に、前記飽和脂肪族エステルは、記録媒体に提供されたトナーの
粘着感を低下させることができる。これは、飽和脂肪族エステルが、溶解又は膨潤したト
ナーの表面に油膜を形成するためであると考えられる。
【００１９】
　前記飽和脂肪族エステルとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、一般式：Ｒ１ＣＯＯＲ２で表される化合物（ただし、Ｒ１は、炭素数が１１以
上１４以下のアルキル基であり、Ｒ２は、炭素数が１以上６以下の直鎖型アルキル基又は
分岐型アルキル基である。）が好ましい。前記Ｒ１及び前記Ｒ２の炭素数が、それぞれ所
望の範囲よりも少ないと臭気が発生し、所望の範囲よりも多いと樹脂を軟化する能力が低
下することがある。
　即ち、前記飽和脂肪族エステルが、一般式：Ｒ１ＣＯＯＲ２で表される化合物であり、
Ｒ１が、炭素数が１１以上１４以下のアルキル基であり、Ｒ２が、炭素数が１以上６以下
の直鎖型アルキル基又は分岐型のアルキル基である場合には、トナーに含まれる樹脂に対
する溶解性乃至膨潤性を向上させることができる。
　また、前記一般式：Ｒ１ＣＯＯＲ２で表される化合物の臭気指数としては、特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができるが、不快臭及び刺激臭を有さない点で、１
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０以下であることが好ましい。
【００２０】
－脂肪族モノカルボン酸エステル－
　前記脂肪族モノカルボン酸エステルとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、例えば、ラウリン酸エチル、ラウリン酸ヘキシル、トリデシル酸エチル
、トリデシル酸イソプロピル、ミリスチン酸エチル、ミリスチン酸イソプロピルなどが挙
げられる。
　なお、これらの脂肪族モノカルボン酸エステルの多くは、油性溶媒に溶解するが、水に
は溶解しない。このことから、前記脂肪族モノカルボン酸エステルを用いる場合には、後
述の溶解助剤としてグリコール類を前記定着液に含有させ、前記定着液を溶液又はマイク
ロエマルジョンの形態とすることが好ましい。
【００２１】
－脂肪族ジカルボン酸エステル－
　前記脂肪族ジカルボン酸エステルは、短い時間でトナーである樹脂微粒子を溶解乃至膨
潤させることができる。例えば、６０ｐｐｍ程度の高速印字では、記録媒体における未定
着のトナーに定着液を付与し、トナーが記録媒体に定着するまでの時間は、１秒以内であ
ることが好ましい。
　前記定着液に前記脂肪族ジカルボン酸エステルを用いると、記録媒体における未定着の
トナーなどに定着液を付与し、トナーが記録媒体に定着するのに要する時間を、０．１秒
以内にすることが可能となる。更に、少量の脂肪族ジカルボン酸エステルを添加すること
によって、トナーに含まれる樹脂を溶解乃至膨潤させることができるため、定着液に含ま
れる軟化剤の含有量を低減することができる。
【００２２】
　前記脂肪族ジカルボン酸エステルとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、一般式：Ｒ３（ＣＯＯＲ４）２で表される化合物（ただし、Ｒ３は、
炭素数が３以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ４は、炭素数が３以上５以下の直鎖型ア
ルキル基又は分岐型アルキル基である。）が好ましい。前記Ｒ３及び前記Ｒ４の炭素数が
、それぞれ所望の範囲よりも少ないと臭気が発生し、所望の範囲よりも多いと樹脂軟化能
力が低下することがある。
【００２３】
　前記脂肪族ジカルボン酸エステルが、前記一般式：Ｒ３（ＣＯＯＲ４）２で表される化
合物であって、Ｒ３が、炭素数が３以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ４が、炭素数が
３以上５以下の直鎖型アルキル基又は分岐型アルキル基である場合には、トナーに含まれ
る樹脂に対する溶解性又は膨潤性を向上させることができる。
　また、前記一般式：Ｒ３（ＣＯＯＲ４）２で表される化合物の臭気指数としては、特に
制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、不快臭及び刺激臭を有さない点
で、１０以下であることが好ましい。
【００２４】
　前記脂肪族ジカルボン酸エステルとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、コハク酸２－エチルヘキシル、アジピン酸ジブチル、アジピン酸
ジイソブチル、アジピン酸ジイソプロピル、アジピン酸ジイソデシル、セバシン酸ジエチ
ル、セバシン酸ジブチルなどが挙げられる。
　なお、これらの脂肪族ジカルボン酸エステルの多くは、油性溶媒に溶解するが、水には
溶解しない。このことから、前記定着液に前記脂肪族ジカルボン酸エステルを用いる場合
には、後述の溶解助剤としてグリコール類を定着液に含有させ、溶液又はマイクロエマル
ジョンの形態とすることが好ましい。
【００２５】
－脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキル－
　前記脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルは、記録媒体に対するトナーの定着性を
向上させることができる。
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　前記脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルとしては、特に制限はなく、目的に応じ
て適宜選択することができるが、一般式：Ｒ５（ＣＯＯＲ６－Ｏ－Ｒ７）２で表される化
合物（ただし、Ｒ５は、炭素数が２以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ６は、炭素数が
２以上４以下のアルキレン基であり、Ｒ７は、炭素数が１以上４以下のアルキル基である
。）が好ましい。前記Ｒ５、前記Ｒ６及び前記Ｒ７の炭素数が、それぞれ所望の範囲より
も少ないと臭気が発生し、所望の範囲よりも多いと樹脂軟化能力が低下することがある。
【００２６】
　前記脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルが、前記一般式：Ｒ５（ＣＯＯＲ６－Ｏ
－Ｒ７）２で表される化合物であって、Ｒ５が、炭素数が２以上８以下のアルキレン基で
あり、Ｒ６が、炭素数が２以上４以下のアルキレン基であり、Ｒ７が、炭素数が１以上４
以下のアルキル基である場合には、トナーに含まれる樹脂に対する溶解性乃至膨潤性を向
上させることができる。
　また、前記一般式：Ｒ５（ＣＯＯＲ６－Ｏ－Ｒ７）２で表される化合物の臭気指数とし
ては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、不快臭及び刺激臭を
有さない点で、１０以下であることが好ましい。
【００２７】
　前記脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルとしては、特に制限はなく、目的に応じ
て適宜選択することができ、例えば、コハク酸ジエトキシエチル、コハク酸ジブトキシエ
チル、コハク酸ジカルビトール、アジピン酸ジメトキシエチル、アジピン酸ジエトキシエ
チル、アジピン酸ジブトキシエチル、セバシン酸ジエトキシエチルなどが挙げられる。
　前記定着液に前記脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルを用いる場合には、必要に
応じてグリコール類を溶解助剤として定着液に含有させ、溶液又はマイクロエマルジョン
の形態とすることが好ましい。
【００２８】
　前記定着液における前記脂肪族エステルの含有量としては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができるが、０．５質量％～５０質量％が好ましく、５質量％～４
０質量％がより好ましい。前記含有量が、０．５質量％未満であると、トナーなどの樹脂
微粒子に含まれる樹脂を溶解乃至膨潤させる効果が不十分になることがあり、５０質量％
を超えると、長時間に亘りトナーなどの樹脂微粒子に含まれる樹脂の流動性を低下させる
ことができず、定着した樹脂微粒子層（例えば、トナー層）が粘着性を有することがある
。
【００２９】
＜脂肪酸塩＞
　前記脂肪酸塩は、前記定着液において起泡剤として機能し、前記定着液を泡状化する。
　前記脂肪酸塩は、泡沫安定性に優れ、前記定着液の起泡剤として非常に適している。
【００３０】
　前記脂肪酸塩としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
脂肪酸ナトリウム塩、脂肪酸カリウム塩、脂肪酸アミン塩が好ましく、脂肪酸アミン塩が
より好ましい。これらの脂肪酸塩の製造方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、水を加熱し、脂肪酸を添加し、その後トリエタノールア
ミンを添加して、一定時間撹拌しながら加熱してケン化反応させることで製造する方法な
どが挙げられる。
　このとき、脂肪酸とトリエタノールアミンとのモル比（脂肪酸：トリエタノールアミン
）を、１：０．５～１：０．９の範囲と、脂肪酸比率を高くすることで、ケン化後、未反
応の脂肪酸が残留し、定着液中に脂肪酸と脂肪酸アミン塩とを混合させることができる。
同じことは、ナトリウム塩やカリウム塩でも可能である。
　これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３１】
　また、前記脂肪酸塩としては、例えば、不飽和脂肪酸塩、飽和脂肪酸塩などが挙げられ
る。
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　前記不飽和脂肪酸塩としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、炭素数１８で２重結合数が１～３の不飽和脂肪酸塩が好ましい。前記炭素数１８で
２重結合数が１～３の不飽和脂肪酸塩としては、具体的には、オレイン酸塩、リノール酸
塩、リノレン酸塩が挙げられる。２重結合が４以上では、反応性が強いため、定着液の放
置安定性が劣ってしまうことがある。これらの不飽和脂肪酸塩は、１種単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。
　また、上記の飽和脂肪酸塩と不飽和脂肪酸塩とを混合して起泡剤として用いてもよい。
【００３２】
　前記脂肪族エステルは、消泡作用が強く、定着液中で脂肪族エステルの濃度上昇と共に
、定着液の起泡性及び泡沫安定性が悪くなり、なかなか起泡しなくなり、泡が直ぐに破泡
するため、泡密度の低い泡状定着液を得ることができなくなることがある。
【００３３】
　そこで、本発明者らは、定着液中の液体可塑剤濃度を高めたときの起泡性が劣化してし
まうことを解消するため、脂肪酸塩の種類や濃度を因子として多種の試作を行った。また
、「泡のエンジニアリング」（石井淑夫著、株式会社テクノシステム、２００５年３月２
５日発行、初版、Ｐ．４８９）にも記載されている「スーパーファット」と呼称される技
術に着目して試作を行った。
　ここで、スーパーファットと呼称される技術について概説すると、酸化されにくい遊離
脂肪酸を少量加え、過剰油脂分を増やす方法であり、ケン化されない油脂を少量分残すこ
とによって、例えば、保湿作用を高めるなどの効果があるとされている。
　上記「泡のエンジニアリング」には、石鹸水溶系に極少量の脂肪酸を添加すると、起泡
性能が向上する上、泡質が一層クリーミィになることが知られており、スーパーファット
ソープと呼ばれていると記載されている。このスーパーファットと同様に、脂肪族エステ
ルを有する前記定着液に極少量の脂肪酸を添加して泡化しようとしたが起泡性及び泡沫安
定性のいずれも悪かった。
　ところが、起泡剤として炭素数１２～１８の脂肪酸塩を用い、更に炭素数１２～１８の
脂肪酸を定着液中に含有することにより、脂肪族エステルの濃度が高くなっても、定着液
の起泡性が劣化しないことを見出した。これにより、安定した泡状定着液を提供できる。
【００３４】
　ここで、前記定着液に含まれる起泡剤において、脂肪酸塩の炭素数としては、特に制限
はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、単に水を起泡する場合と比較して起
泡性に優れている点で、１２～１８であることが好ましい。前記炭素数１２～１８の脂肪
酸塩としては、例えば、ラウリン酸塩（炭素数１２）、ミリスチン酸塩（炭素数１４）、
ペンタデシル酸（炭素数１５）、パルミチン酸塩（炭素数１６）、マルガリン酸（炭素数
１７）、ステアリン酸塩（炭素数１８）などが挙げられる。
【００３５】
　前記起泡剤として用いられる脂肪酸塩と共に用いられる脂肪酸と、前記脂肪族エステル
との作用について説明する。前記脂肪族エステルは、エステル基を化学構造中に有してお
り、脂肪酸は、カルボニル基を化学構造中に有している。この点から、前記脂肪族エステ
ルのエステル基と脂肪酸のカルボニル基とが定着液の系内で、電気的な作用を示し、また
それが分子間の結合作用を生じさせ、定着液の特性として起泡性及び泡沫安定性を向上さ
せると考えられる。
【００３６】
　前記炭素数１２～１８の脂肪酸塩において、炭素数が少ないほうが起泡性に優れている
が、泡沫安定性が悪く、炭素数が多いほうが起泡性にあまりよくないが、泡沫安定性に極
めて優れている。そこで、この脂肪酸塩としては、単独の脂肪酸塩を用いてもよいが、炭
素数１２～１８の脂肪酸塩であって異なる炭素数を有する複数の脂肪酸塩を混合する方が
より好ましい。
　混合比率としては、ミリスチン酸塩（炭素数１４）を最も多く含み、ラウリン酸塩（炭
素数１２）、及びステアリン酸塩の割合を低くすることが好ましい。より具体的な脂肪酸
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塩の比率としては、ラウリン酸塩：ミリスチン酸塩：パルミチン酸塩：ステアリン酸塩の
質量比で、０：６：３：１、０：４：３：１、１：５：３：１、１：４：４：１が好まし
い。
【００３７】
　前記定着液における前記脂肪酸塩の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、０．１質量％～２０質量％が好ましく、０．５質量％～１０
質量％がより好ましい。前記含有量が、０．１質量％未満であると、起泡性が不十分にな
ることがあり、２０質量％を超えると、定着液の粘度が高くなり、起泡性が低下すること
がある。
【００３８】
　前記定着液中に起泡剤である前記脂肪酸塩と同じ炭素数の脂肪酸を含有することで、前
記脂肪族エステルの濃度が高くなっても起泡性及び泡沫安定性を維持することができる。
前記脂肪族エステルの濃度が、１０質量％未満であると、脂肪酸を含有しなくても起泡性
に問題はない。
　しかし、前記脂肪族エステルの濃度が１０質量％以上、特に前記脂肪族エステルの濃度
が３０質量％以上になると、前記脂肪酸塩だけでは、ほとんど起泡しなくなり起泡性が悪
くなる場合がある。起泡性が悪くなった場合であっても、前記脂肪酸塩と同じ炭素数の脂
肪酸を含有させると、起泡性を維持できる。
【００３９】
　ただし、前記脂肪酸の含有量が多くなりすぎると、起泡剤である前記脂肪酸塩の比率が
下がり、起泡性が再び悪くなる場合がある。このような場合、起泡性が優れている点で、
前記脂肪酸塩のモル数は、前記脂肪酸のモル数以上のモル数としてもよく、前記脂肪酸と
前記脂肪酸塩の比率を、モル比（脂肪酸：脂肪酸塩）で５：５～１：９の範囲としてもよ
い。
【００４０】
　なお、同じ炭素数の脂肪酸と脂肪酸塩との組合せだけでなく、例えば、脂肪酸塩がミリ
スチン酸アミンであり脂肪酸がステアリン酸である組合せや、脂肪酸塩がパルミチン酸カ
リウムであり脂肪酸がステアリン酸である組み合わせのように、炭素数が１２～１８の範
囲で脂肪酸塩と脂肪酸との炭素数が異なる組合せであってもよい。
　炭素数１２～１８の範囲の脂肪酸を定着液に含有することで、高濃度の脂肪族エステル
を含有しても、起泡性が悪くならず、泡沫安定性に優れ、密度の極めて低い泡化を可能と
する。
【００４１】
　また、起泡性が悪化するのを防止し得る点で、他のアニオン系界面活性剤（例えばアル
キルエーテル硫酸塩（ＡＥＳ））を起泡剤とし、炭素数１２～１８の脂肪酸を更に含有し
てもよい。
【００４２】
＜パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシド＞
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドは、前記定着液において濡れ
性改善剤として機能し、前記定着液の濡れ性を向上させる。
【００４３】
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドとしては、分子中にパーフル
オロアルケニル基とポリエチレンオキシド構造（ポリオキシエチレン構造）とを有する化
合物であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、前記パーフ
ルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドにおけるパーフルオロアルケニル基の数と
しては、定着液のトナー層への濡れ性を飛躍的に向上させ、高速印刷時のオフセットを防
止し、更に、定着液の起泡性、及び泡沫安定性に影響を及ぼさない点で、２つが好ましい
。
　また、前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドにおけるエチレンオキ
シドの平均付加モル数としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
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るが、２２～４５が好ましく、２２、４５がより好ましい。
【００４４】
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドにおけるパーフルオロアルケ
ニル基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、下記
一般式（１）で表される基などが挙げられる。
【化１】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３は、それぞれ独立に、パーフルオ
ロアルキル基を表す。
　前記パーフルオロアルキル基としては、例えば、－ＣＦ３、－ＣＦ２ＣＦ３、－（ＣＦ

２）２ＣＦ３、－ＣＦ（ＣＦ３）２、－（ＣＦ２）３ＣＦ３、－（ＣＦ２）４ＣＦ３など
が挙げられる。
【００４５】
　前記一般式（１）で表される基の具体例としては、例えば、下記構造式（１）で表され
る基、下記構造式（２）式で表される基などが挙げられる。
【化２】

【００４６】
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドは、フッ素基を有しているた
め、表面張力が低く、トナー層に濡れやすいと考えられる。これにより、定着液がトナー
層下部まで浸入しやすくなり、オフセットを防止すると考えられる。表面張力が低い濡れ
性改善剤は、定着液の起泡性、及び泡沫安定性を悪化させることがあるが、前記パーフル
オロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドは、オキシエチレン構造を有しているため、
定着液との親和性が高く、定着液の起泡性、及び泡沫安定性に悪影響を及ぼさないと考え
られる。
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドのパーフルオロアルケニル基
の数とエチレンオキシドの平均付加モル数には、高速印刷時においてもオフセットを効率
的に防止するのに適した数が存在する。その数が、前記好ましい範囲である。
【００４７】
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドは、起泡剤の分散安定性を低
下させ、長期保存において、定着液の分離を引き起こすことがある。分離した液状定着液
を泡状定着液にしようとしても、前記定着液の起泡性及び泡沫安定性が低下しているため
、所望の泡状定着液を得ることができず、定着不良を発生させてしまうことがある。その
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ため、前記定着液は、後述する軟化剤液と起泡剤液とのセットとし、前記パーフルオロア
ルケニル基含有ポリエチレンオキシドは、後述する軟化剤液に含有させることが好ましい
。
【００４８】
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドとしては、合成したものを用
いてもよいし、市販品を用いてもよい。前記市販品としては、例えば、フタージェント２
５０（ネオス社製、パーフルオロアルケニル基数１、エチレンオキシド平均付加モル数２
２、前記構造式（２）で表される基を有する）、フタージェント２０９Ｆ（ネオス社製、
パーフルオロアルケニル基数２、エチレンオキシド平均付加モル数９、前記構造式（２）
で表される基を有する）、フタージェント２２２Ｆ（ネオス社製、パーフルオロアルケニ
ル基数２、エチレンオキシド平均付加モル数２２、前記構造式（２）で表される基を有す
る）、フタージェント２４５Ｆ（ネオス社製、パーフルオロアルケニル基数２、エチレン
オキシド平均付加モル数４５、前記構造式（２）で表される基を有する）、フタージェン
ト２２８Ｐ（ネオス社製、パーフルオロアルケニル基数４、エチレンオキシド平均付加モ
ル数２８）、フタージェント２５１（ネオス社製、パーフルオロアルケニル基数１、エチ
レンオキシド平均付加モル数８、前記構造式（２）で表される基を有する）、フタージェ
ント２１５Ｍ（ネオス社製、パーフルオロアルケニル基数１、エチレンオキシド平均付加
モル数１５、前記構造式（２）で表される基を有する）、フタージェント２０８Ｇ（ネオ
ス社製、パーフルオロアルケニル基数３、エチレンオキシド平均付加モル数８）、フター
ジェント２４０Ｇ（ネオス社製、パーフルオロアルケニル基数３、エチレンオキシド平均
付加モル数４０）、フタージェント２１２Ｐ（ネオス社製、パーフルオロアルケニル基数
４、エチレンオキシド平均付加モル数１２）などが挙げられる。これらは、１種単独で使
用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４９】
　前記定着液における前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドの含有量
としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、０．０１質量％
～３質量％が好ましく、０．０５質量％～２質量％がより好ましい。前記含有量が、０．
０１質量％未満であると、定着液の濡れ性向上効果が不十分になることがあり、３質量％
を超えると、定着液の起泡性及び泡沫安定性が低下することがある。
【００５０】
＜その他の成分＞
　前記その他の成分としては、例えば、溶解助剤、粘度調整剤、増泡剤、ｐＨ調整剤など
が挙げられる。
【００５１】
－溶解助剤－
　前記溶解助剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、多価のアルコール類が挙げられる。前記多価のアルコール類としては、例えば、エチ
レングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１
，３－ブチレングリコール、グリセリンなどが挙げられる。
【００５２】
　前記定着液において、前記脂肪族エステルの濃度が高くなると、水に前記脂肪族エステ
ルが溶解しにくくなる場合がある。その場合に前記溶解助剤を前記定着液に含有させると
、前記脂肪族エステルが高濃度でも前記定着液に溶解し、かつ前記脂肪酸塩による起泡性
を劣化させず、むしろ起泡性が向上する。
【００５３】
　前記溶解助剤は、泡状の定着液における気泡の安定性を高め、破泡しにくくする効果も
ある。そのような効果を有するアルコール類としては、他に、例えば、セタノール等の１
価アルコール類などが挙げられる。
【００５４】
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　前記定着液が、前記１価アルコール類及び前記多価アルコール類の少なくともいずれか
を含有することで、紙などの記録媒体のカール防止に効果を有する。
【００５５】
　前記定着液における前記溶解助剤の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、１質量％～３０質量％が好ましい。前記含有量が、３０質量
％を超えると、起泡性がむしろ劣化することがある。
【００５６】
－粘度調整剤－
　前記粘度調整剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、ポリエチレングリコールなどが挙げられる。前記ポリエチレングリコールは、前記
溶解助剤を兼ねることができる。
【００５７】
　前記定着液における前記粘度調整剤の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、分子量６，０００のポリエチレングリコールの場合は、１
質量～２０質量％が好ましく、３質量％～１０質量％がより好ましい。前記含有量が、１
質量％未満であると、十分な粘度調整効果が得られないことがあり、２０質量％を超える
と、起泡性が低下することがある。
【００５８】
－増泡剤－
　前記増泡剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、脂
肪酸アルカノールアミド、脂肪族アルコール、ベタイン誘導体が好ましい。
　前記脂肪酸アルカノールアミドとしては、例えば、ヤシ油脂肪酸モノエタノールアミド
、ヤシ油脂肪酸ジエタノールアミド（１：１型）、ヤシ油脂肪酸ジエタノールアミド（１
：２型）、ヤシ油脂肪酸Ｎ－メチルエタノールアミド、パーム核湯脂肪酸ジエタノールア
ミド（１：１型）、ラウリン酸ジエタノールアミド、ミリスチン酸ジエタノールアミド、
ポリオキシエチレンヤシ油脂肪酸モノエタノールアミドなどが挙げられる。
　前記脂肪酸アルカノールアミドには（１：１）型と（１：２）型があるが、泡沫安定性
の点で（１：１）型が好ましい。
　前記脂肪族アルコールとしては、例えば、ラウリルアルコール、ミリスチルアルコール
、セタノール、ステアリルアルコール、ベヘニルアルコールなどが挙げられる。
　前記ベタイン誘導体としては、例えば、ラウリルジメチルアミノ酢酸ベタイン、ミリス
チルジメチルアミノ酢酸ベタイン、パルミチルジメチルアミノ酢酸ベタイン、ステアリル
ジメチルアミノ酢酸ベタイン、ヤシ油脂肪酸アミドプロピルベタイン、ラウリン酸アミド
プロピルベタイン、ミリスチン酸アミドプロピルベタイン、パルミチン酸アミドプロピル
ベタイン、ステアリン酸アミドプロピルベタインなどが挙げられる。
【００５９】
　前記定着液は、泡状化されて、後述の泡状定着液として、樹脂微粒子の定着に用いられ
るところ、塗布接触ニップ部にてトナー等の微粒子層に泡状定着液を押し込みながら浸透
させる際に泡が破泡すると浸透阻害となる。そこで、前記定着液は、このような現象を抑
え泡沫安定性を向上させる目的で、前記増泡剤を含有することが好ましい。
【００６０】
　前記定着液における前記増泡剤の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができるが、０．０１質量％～１質量％が好ましく、０．０５質量％～０．
５質量％がより好ましい。前記含有量が、０．０１質量％未満であると、定着液の増泡効
果が不十分になることがあり、１質量％を超えると、定着液の粘度が高くなり過ぎて流動
性が低下し、起泡性が低下することがある。
【００６１】
－ｐＨ調整剤－
　前記ｐＨ調整剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、アミン類、有機酸が好ましい。
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　前記定着液は、ｐＨ７以上で良好な起泡性を有するため、前記ｐＨ調整剤によりｐＨを
調整することが好ましい。
　前記定着液を、前記脂肪族エステルを含有する軟化剤液と、前記脂肪酸塩を含有する起
泡剤液とに分けて保管する場合、その各々に前記ｐＨ調整剤を添加してもよい。
　前記軟化剤液のｐＨとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、６～７であることが、前記軟化剤の加水分解が抑制される点で好ましい。前記軟化
剤液に用いるｐＨ調整剤としては、乳酸、クエン酸、リンゴ酸などの有機酸が好ましい。
　前記起泡剤液のｐＨとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、７～１０であることが、前記軟化剤液と混合した際のｐＨが７以上になるため好ま
しい。前記起泡剤液に用いるｐＨ調整剤としては、トリエタノールアミン等のアミン類が
好ましい。
【００６２】
　浸透性改善及び紙などの記録媒体のカール防止と目的として、前記定着液が油性成分を
含有し、前記定着液がＯ／ＷエマルジョンやＷ／Ｏエマルジョンを形成する構成であるこ
とが好ましい。
　前記油性成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。
　前記定着液が前記油性成分を含有する場合、分散剤を用いてエマルジョンを形成しても
よい。前記分散剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、ソルビタンモノオレエート、ソルビタンモノステレート、ソルビタンセスキオレートな
どのソルビタン脂肪族エステル；ショ糖ラウリン酸エステル、ショ糖ステアリン酸エステ
ルなどのショ糖エステルが好ましい。
【００６３】
　前記分散剤を用いて定着液をエマルジョンの形態に分散させる方法としては、特に制限
はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、回転羽根によるホモミキサーや
ホモジナイザーのような機械的に攪拌する手段、超音波ホモジナイザーのような振動を与
える手段などが挙げられる。これらの中でも、定着液中の軟化剤に強いせん断応力を加え
る方法であることが好ましい。
【００６４】
　前記脂肪酸塩は、前記定着液のｐＨが７以上のアルカリ性領域で起泡性が最大限に発揮
できるため、前記定着液のｐＨは、７以上に調製されていることが好ましい。一方、前記
脂肪族エステルは、エステル基を有しているため、ｐＨが７以上のアルカリ性領域ではエ
ステル基が加水分解を起こして化学的に分解してしまい、軟化剤としての能力が失われる
。
　このため、前記定着液の起泡性を重視して液のｐＨを７以上とすると、前記定着液の長
期保存において、保存容器内で前記脂肪族エステルが化学的に分解し、定着性能がなくな
り、定着方式としての信頼性が得られなくなる問題がある。ｐＨを６以下の弱酸性とする
と軟化剤の化学的分解は抑制されるが、起泡剤の能力が低下し、定着液の泡化がうまくい
かなくなり、泡膜の形成が劣化し、定着不良を発生させてしまう。
　そこで、前記定着液は、前記脂肪族エステルを含有する軟化剤液と、前記脂肪酸塩を含
有する起泡剤液とに分けて保管することが好ましい。そのため、前記定着液は、使用前に
は、前記軟化剤液と、前記起泡剤液とのセットであってもよい。
　前記軟化剤液は、前記水と、前記脂肪族エステルとを少なくとも含有し、更に必要に応
じてその他の成分を含有する。
　前記起泡剤液は、前記水と、前記脂肪酸塩とを少なくとも含有し、更に必要に応じて、
その他の成分を含有する。
　前記パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドは、前記軟化剤液及び前記起
泡剤液のいずれに含有されていてもよいが、前記軟化剤液に含有されていることが好まし
い。
【００６５】
＜樹脂微粒子＞
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　本発明において、樹脂微粒子としては、樹脂を含有する微粒子の形態のものであれば、
その構成、材料に制限はない。また、前記樹脂微粒子は、電子写真用方式などの各種トナ
ーを構成してもよく、導電性部材を含有した樹脂微粒子でもよい。
【００６６】
　前記樹脂微粒子のうち、電子写真プロセスで用いるトナーは、本発明の定着液との組合
せにおいて最も定着に対する効果が高い。
【００６７】
　前記トナーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、着色剤と、帯電制御剤と、結着樹脂と、離型剤とを含有し、更に必要に応じて、その他
の成分を含有してなるものであってもよい。
【００６８】
　前記着色剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。
【００６９】
　前記帯電制御剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えばトリフェニルメタン系染料、モリブデン酸キレート顔料、ローダミン系染料、アルコ
キシ系アミン、４級アンモニウム塩（フッ素変性４級アンモニウム塩を含む）、アルキル
アミド、燐の単体又はその化合物、タングステンの単体又はその化合物、フッ素系活性剤
、サリチル酸の金属塩、サリチル酸誘導体の金属塩などが挙げられる。
　これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００７０】
　前記結着樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリル共重合体、ポリエステル樹脂などが挙げられ
る。これらの中でも、エチレンオキサイド基又はプロピレンオキサイド基を有するポリエ
ステル樹脂が好ましい。前記エチレンオキサイド基を有するポリエステル樹脂としては、
定着液との親和性の観点で、ポリオールポリエステル樹脂が好ましい。
【００７１】
　前記離型剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
カルナウバワックス、ポリエチレンワックス等のワックス成分などが挙げられる。
【００７２】
　前記のその他の成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、外添剤、流動性向上剤、クリーニング性向上剤、磁性材料、金属石鹸などが挙
げられる。
【００７３】
　また、前記トナーは、メチル基を有する疎水性シリカ及び疎水性酸化チタンのような疎
水性微粒子をトナーの粒子の表面に固着させることによって、撥水性処理されていること
が好ましい。
【００７４】
＜記録媒体＞
　本発明において、記録媒体としては、トナーなどの前記樹脂微粒子を定着させ得るもの
であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、前記定着液に対
して浸透性を有するものであることが好ましく、記録媒体の基板が液浸透性を持たない場
合は、基板上に液浸透層を有する記録媒体が好ましい。
　前記記録媒体の形状としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、シート状、平面及び曲面を有する立体物などが挙げられる。
　前記記録媒体の材質としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、紙、布等を構成する一般的な繊維、液体透過層を有するＯＨＰ用シートのよう
なプラスチックフィルム、金属、樹脂、セラミックスなどが挙げられる。
　前記記録媒体としては、例えば、紙などに透明樹脂微粒子を均一に定着させ紙面を保護
したもの（いわゆる、ニスコート）などが挙げられる。
【００７５】
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（定着装置及び定着方法）
　本発明の定着装置は、泡状定着液生成手段と、泡状定着液付与手段とを少なくとも有し
、更に必要に応じて、その他の手段を有する。
　本発明に係る定着方法は、泡状定着液生成工程と、泡状定着液付与工程とを少なくとも
含み、更に必要に応じて、その他の工程を含む。
　本発明に係る定着方法は、本発明の定着装置により好適に実施することができる。
　前記泡状定着液生成工程は、前記泡状定着液生成手段により好適に実施でき、前記泡状
定着液付与工程は、前記泡状定着液付与手段により好適に実施できる。
【００７６】
＜泡状定着液生成手段及び泡状定着液生成工程＞
　前記泡状定着液生成手段としては、本発明の前記定着液を泡状化して、泡状定着液を生
成する手段であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。
　前記泡状定着液生成工程としては、本発明の前記定着液を泡状化して、泡状定着液を生
成する工程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。前記泡
状定着液生成工程は、前記泡状定着液生成手段により好適に実施できる。
【００７７】
　前記泡状定着液生成手段としては、例えば、定着液供給部を備え、定着液収容器内に収
容されている液状の前記定着液を泡化させながら、得られた泡状定着液を塗布ローラに供
給する泡状定着液生成手段などが挙げられる。具体的には、定着液収容器内に収容されて
いる液状の前記定着液を、液搬送ポンプを備える定着液輸送手段によって気体／液体混合
手段であるバブリング槽に搬送し、比較的大きな泡の泡状定着液を得て、泡微細化部で微
細化させる手段などが挙げられる。
【００７８】
　前記液搬送ポンプとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ギヤポンプ、ベローズポンプ、チューブポンプなどが挙げられる。これらの中で
もチューブポンプが好ましい。前記ギヤポンプのように、振動機構や回転機構といった定
着液中で駆動する機構があると、ポンプ内で液が起泡し、液に圧縮性が出て、搬送能力が
低下するおそれがある。また、前記駆動する機構の部品の材料によって、定着液を汚染し
たり、逆に前記駆動する機構の部品を定着液で劣化させたりするおそれもある。これに対
し、前記チューブポンプは、チューブ内の液を、チューブを変形させながら押し出す機構
であり、定着液内で駆動する機構がないため、チューブとして定着液に対して耐液性を有
する部材を用いることで、定着液の汚染や液搬送ポンプを構成する部品の劣化を防止する
ことができる。また、チューブを変形させるだけであるため、定着液が起泡せず、搬送能
力の低下を防止できる。
　なお、前記液搬送ポンプが搬送する液体が、液状の前記定着液に限らず、混合すること
で前記定着液を生成する軟化剤液や起泡剤液であっても、前記チューブポンプを用いるこ
とが好ましい。この場合、チューブとして搬送する液に対して耐液性を有する部材を用い
ることで、液の汚染や液搬送ポンプを構成する部品の劣化を防止することができる。
【００７９】
　前記気体／液体混合手段としては、泡化させることができれば。特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択することができ、例えば、前記液搬送ポンプにより供給された液状の前
記定着液に空気供給ポンプなどでバブリングを行い大きな泡を生成する手段、バブリング
槽内で空気とともに液微小孔シート、連泡構造の多孔質部材等に通して泡径がそろった大
きな泡を生成する手段、バブリング槽内で定着液と空気とを羽根状攪拌子で攪拌して大き
な泡の泡状定着液を生成する手段などが挙げられる。
　前記微小孔シートの孔径としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、３０μｍ～１００μｍ程度が好ましい。
　前記連泡構造の多孔質部材としては、孔径が３０μｍ～１００μｍ程度であれば、特に
制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、焼結セラミックス板、不織
布、発泡樹脂シートなどが挙げられる。
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　前記気体／液体混合手段によると、０．５ｍｍ～１ｍｍ程度の比較的大きな泡径の泡を
ごく短時間で生成することができる。一般的に、泡径が０．５ｍｍ～１ｍｍ程度の大きな
泡の場合、単なる撹拌等により比較的容易に泡を生成可能であり、大きな泡の生成には数
秒間以下の時間（０．１秒間以下）で生成することができる。
　前記微細化させる手段としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
きるが、大きな泡にせん断力を加えることで大きな泡を分泡し、極めて素早く５μｍ～５
０μｍ程度の微小な泡径の泡状定着液を生成する手段が、液状態から起泡させて微小な泡
径の泡状定着液を生成する方法に比べて所望の泡を素早く生成できる点で好ましい。
【００８０】
　前記泡状定着液のかさ密度としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができるが、０．０１ｇ／ｃｍ３～０．１ｇ／ｃｍ３が好ましい。また、定着液付与時に
媒体面に残液感を生じない点で、０．０１ｇ／ｃｍ３～０．０２ｇ／ｃｍ３が好ましく、
０．０１２５ｇ／ｃｍ３～０．０２ｇ／ｃｍ３がより好ましい。
【００８１】
　前記泡状定着液生成手段は、前記水、前記脂肪族エステル、及び前記パーフルオロアル
ケニル基含有ポリエチレンオキシドを含有する軟化剤液と、前記水、及び前記脂肪酸塩を
含有する起泡剤液とを混合し前記定着液を生成する定着液作製部材を有することが好まし
い。
　前記泡状定着液付与工程は、前記水、前記脂肪族エステル、及び前記パーフルオロアル
ケニル基含有ポリエチレンオキシドを含有する軟化剤液と、前記水、及び前記脂肪酸塩を
含有する起泡剤液とを混合し前記定着液を作製する定着液作製処理を含むことが、好まし
い。
　前記定着液作製処理は、前記定着液作製部材により好適に実施できる。
　前記定着液作製部材としては、例えば、軟化剤液収容器と、起泡剤液を収容する起泡剤
液収容器とを少なくとも有し、好ましくは液混合部を有し、更に必要に応じて、軟化剤液
搬送ポンプ、起泡剤液搬送ポンプなどのその他の部を有する部材などが挙げられる。
　前記軟化剤液と、前記起泡剤液との混合は、前記液混合部で行われてもよいし、前記気
体／液体混合手段で行われてもよい。
【００８２】
　前記軟化剤液収容器は、前記軟化剤液を収容する容器である。
　前記起泡剤液収容器は、前記起泡剤液を収容する容器である。
　前記液混合部は、前記軟化剤液と、前記起泡剤液とを混合する部である。
　前記軟化剤液搬送ポンプは、前記軟化剤液を前記軟化剤液収容器から前記混合部又は前
記気体／液体混合手段へ搬送するポンプである。
　前記起泡剤液搬送ポンプは、前記起泡剤液を前記起泡剤液収容器から前記混合部又は前
記気体／液体混合手段へ搬送するポンプである。
【００８３】
　前記泡状定着液生成手段が、前記定着液作製部材を有することにより、濡れ性改善剤と
起泡剤との混合による、起泡剤の分散安定性の低下を防止し、起泡性及び泡沫安定性の低
下を防ぐことができる。
　前記泡状定着液生成工程が、前記定着液作製処理を含むことにより、濡れ性改善剤と起
泡剤との混合による、起泡剤の分散安定性の低下を防止し、起泡性及び泡沫安定性の低下
を防ぐことができる。
【００８４】
＜泡状定着液付与手段及び泡状定着液付与工程＞
　前記泡状定着液付与手段としては、前記泡状定着液を記録媒体上の樹脂微粒子層に付与
する手段であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、前
記泡状定着液を記録媒体に塗布するために配設された塗布部材と、該塗布部材と、該塗布
部材との間隔を調整可能な間隔調整部材とを有する泡状定着液付与手段などが挙げられる
。前記塗布部材は、該塗布部材と、前記間隔調整部材との間に前記泡状定着液を塗布する



(17) JP 2012-242568 A 2012.12.10

10

20

30

40

50

ことにより形成された膜状の泡状定着液を、前記記録媒体上の樹脂微粒子層に塗布する部
材である。
　前記泡状定着液付与工程としては、前記泡状定着液を記録媒体上の樹脂微粒子層に付与
する工程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、塗
布処理を含む工程などが挙げられる。前記泡状定着液付与工程は、前記泡状定着液付与手
段により好適に実施できる。
【００８５】
－間隔調整部材－
　前記間隔調整部材は、後述する塗布部材と、該塗布部材との間隔（間隙）を調整する手
段であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、膜厚調整
ブレード、ワイヤーバーなどが挙げられる。これらの中でも、ワイヤーバーが、膜厚調整
ブレードに比べ、塗布ローラ表面上における軸線方向の膜厚を均一にすることができる点
で好ましい。
【００８６】
　前記膜（泡状定着液により形成された膜）の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができるが、記録媒体（転写紙）に膜状の泡状定着液を塗布する塗
布ニップでの厚みが、記録媒体上の樹脂微粒子層の厚み以上であることが必須条件である
点（樹脂微粒子層の隙間を泡状定着液で埋める点）で、約５０μｍ～８０μｍが好ましい
。
【００８７】
－塗布部材及び塗布処理－
　前記塗布部材は、泡状定着液を記録媒体に塗布するために配設された部材であり、該塗
布部材と前記間隔調整部材との間に泡状定着液を塗布することにより形成された膜状の泡
状定着液を記録媒体上の樹脂微粒子層に塗布する部材である。
　前記塗布処理は、厚みが調整された膜状の泡状定着液を記録媒体上の樹脂微粒子層に塗
布する処理である。
【００８８】
　前記塗布部材としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、塗布ローラなどが挙げられる。
　前記塗布ローラは、弾性ローラ部を具備する加圧ローラと当接し、前記塗布ローラと前
記加圧ローラは、塗布ニップを形成している。
　前記塗布ニップでの膜状の泡状定着液の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、媒体上の樹脂微粒子層の厚み以上であることが必須条件で
あり、樹脂微粒子層の隙間を泡状定着液で埋めることができる点で、約５０μｍ～８０μ
ｍが好ましい。
　前記定着液の前記記録媒体への付着量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができるが、転写紙などの記録媒体の表面への定着液の付与による定着後の残
液感（ぬれたような感触）がない点で、０．１ｍｇ／ｃｍ２以下が好ましい。
【００８９】
（画像形成装置及び画像形成方法）
　本発明の画像形成装置は、静電潜像担持体と、静電潜像形成手段と、現像手段と、転写
手段と、定着手段とを少なくとも有し、更に必要に応じて、その他の手段を有する。
　本発明に係る画像形成方法は、静電潜像形成工程と、現像工程と、転写工程と、定着工
程とを少なくとも含み、更に必要に応じて、その他の工程を含む。
　本発明に係る画像形成方法は、本発明の画像形成装置により好適に実施することができ
る。
　前記静電潜像形成工程は、前記静電潜像形成手段により好適に実施でき、前記現像工程
は、前記現像手段により好適に実施でき、前記転写工程は、前記転写手段により好適に実
施でき、前記定着工程は、前記定着手段により好適に実施でき、前記その他の工程は、前
記その他の手段により好適に実施できる。
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　本発明の画像形成装置は、定着信頼性が高い。また、従来の画像形成装置に比べ、極め
て低電力で定着が可能である。
【００９０】
＜静電潜像形成手段及び静電潜像形成工程＞
　前記静電潜像担持体（以下、「電子写真感光体」、「感光体」、「像担持体」と称する
ことがある）としては、その材質、形状、構造、大きさなどについて特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができる。
　前記静電潜像担持体の形状としては、ドラム状が好ましい。
　前記静電潜像担持体の材質としては、例えば、アモルファスシリコン、セレン等の無機
感光体；ポリシラン、フタロポリメチン等の有機感光体などが挙げられる。これらの中で
も、長寿命性の点でアモルファスシリコンが好ましい。
【００９１】
　前記静電潜像形成工程は、静電潜像担持体上に静電潜像を形成する工程である。
　前記静電潜像の形成は、例えば、前記静電潜像担持体の表面を一様に帯電させた後、像
様に露光することにより行うことができ、前記静電潜像形成手段により行うことができる
。前記静電潜像形成手段は、例えば、前記静電潜像担持体の表面を一様に帯電させる帯電
器と、前記静電潜像担持体の表面を像様に露光する露光器とを少なくとも備える。
【００９２】
　前記帯電は、例えば、前記帯電器を用いて前記静電潜像担持体の表面に電圧を印加する
ことにより行うことができる。
　前記帯電器としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、導電性又は半導電性のロール、ブラシ、フィルム、ゴムブレード等を備えたそれ自体公
知の接触帯電器、コロトロン、スコロトロン等のコロナ放電を利用した非接触帯電器など
が挙げられる。
【００９３】
　前記露光は、例えば、前記露光器を用いて前記静電潜像担持体の表面を像様に露光する
ことにより行うことができる。
　前記露光器としては、前記帯電器により帯電された前記静電潜像担持体の表面に、形成
すべき像様に露光を行うことができる限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができ、例えば、複写光学系、ロッドレンズアレイ系、レーザー光学系、液晶シャッ
タ光学系等の各種露光器などが挙げられる。
　なお、本発明においては、前記静電潜像担持体の裏面側から像様に露光を行う光背面方
式を採用してもよい。
【００９４】
＜現像手段及び現像工程＞
　前記可視像の形成は、例えば、前記静電潜像を、樹脂微粒子であるトナーを含む現像剤
を用いて現像することにより行うことができ、前記現像手段により行うことができる。
　前記現像手段としては、樹脂微粒子であるトナーを含む現像剤を用いて現像して可視像
を形成することができる限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、前記現像剤を収容し、前記静電潜像に該現像剤を接触又は非接触的に付与可能な現像
器を少なくとも有するものが好ましく、前記現像剤入り容器を備えた現像器がより好まし
い。
　前記現像工程は、前記静電潜像を、樹脂微粒子であるトナーを含む現像剤を用いて現像
して可視像を形成する工程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できる。
【００９５】
　前記現像器としては、乾式現像方式のものであってもよいし、湿式現像方式のものであ
ってもよく、また、単色用現像器であってもよいし、多色用現像器であってもよい。
　前記現像器としては、前記トナーを摩擦攪拌させて帯電させる攪拌器と、回転可能なマ
グネットローラとを有してなるものが好ましい。
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【００９６】
　前記現像器内では、例えば、前記トナーとキャリアとが混合攪拌され、その際の摩擦に
より該トナーが帯電し、回転するマグネットローラの表面に穂立ち状態で保持され、磁気
ブラシが形成される。該マグネットローラは、前記静電潜像担持体（感光体）近傍に配置
されているため、該マグネットローラの表面に形成された前記磁気ブラシを構成する前記
トナーの一部は、電気的な吸引力によって該静電潜像担持体（感光体）の表面に移動する
。その結果、前記静電潜像が該トナーにより現像されて該静電潜像担持体（感光体）の表
面に該トナーによる可視像が形成される。
【００９７】
＜転写手段及び転写工程＞
　前記転写は、例えば、前記可視像を、転写帯電器を用いて前記静電潜像担持体（感光体
）を帯電することにより行うことができ、前記転写手段により行うことができる。
　前記転写手段としては、前記可視像を記録媒体に転写する手段であれば、特に制限はな
く、目的に応じて適宜選択することができるが、可視像を中間転写体上に転写して複合転
写像を形成する第一次転写手段と、該複合転写像を記録媒体上に転写する第二次転写手段
とを有する態様が好ましい。
【００９８】
　前記転写工程は、前記可視像を記録媒体に転写する工程であれば、特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができるが、中間転写体を用い、該中間転写体上に可視像を
一次転写した後、該可視像を前記記録媒体上に二次転写する態様が好ましく、前記トナー
として二色以上、好ましくはフルカラートナーを用い、可視像を中間転写体上に転写して
複合転写像を形成する第一次転写工程と、該複合転写像を記録媒体上に転写する第二次転
写工程とを含む態様がより好ましい。
【００９９】
　前記中間転写体としては、特に制限はなく、目的に応じて公知の転写体の中から適宜選
択することができるが、転写ベルトが好ましい。
【０１００】
＜定着手段及び定着工程＞
　前記定着手段は、前記記録媒体に転写された転写像を定着させる手段であり、本発明の
前記定着装置である。
　前記定着工程は、記録媒体に転写された転写像を定着させる工程であり、本発明に係る
前記定着方法により行われる。
【０１０１】
＜その他の手段及びその他の工程＞
　前記その他の手段としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、除電手段、クリーニング手段、リサイクル手段、制御手段などが挙げられる。
　前記その他の工程としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、除電工程、クリーニング工程、リサイクル工程、制御工程などが挙げられる。
【０１０２】
　前記除電手段としては、前記静電潜像担持体に対し除電バイアスを印加する手段であれ
ば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、除電ランプが好ましい
。
　前記除電工程としては、前記静電潜像担持体に対し除電バイアスを印加して除電を行う
工程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、除電手段に
より行うことが好ましい。
【０１０３】
　前記クリーニング手段としては、前記静電潜像担持体上に残留する前記トナーを除去す
る手段であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、磁気ブラ
シクリーナ、静電ブラシクリーナ、磁気ローラクリーナ、ブレードクリーナ、ブラシクリ
ーナ、ウエブクリーナが好ましい。
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　前記クリーニング工程としては、前記静電潜像担持体上に残留する前記トナーを除去す
る工程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、クリーニ
ング手段により行うことが好ましい。
【０１０４】
　前記リサイクル手段としては、前記クリーニング工程により除去した前記トナーを前記
現像手段にリサイクルさせる手段であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、公知の搬送手段が好ましい。
　前記リサイクル工程としては、前記クリーニング工程により除去した前記トナーを前記
現像手段にリサイクルさせる工程であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、リサイクル手段により行うことが好ましい。
【０１０５】
　前記制御手段としては、前記各手段を制御する手段であれば、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ等の機器などが
挙げられる。
　前記制御工程としては、前記各工程を制御する工程であれば、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができるが、制御手段により行うことが好ましい。
【０１０６】
　次に、本発明の定着装置について図を用いて説明する。
〔第１の実施形態〕
　本発明の定着装置３０の１つ目の実施形態（以下、第１の実施形態と呼ぶ）について説
明する。
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る定着装置３０の概略構成図である。定着装置３
０は、定着液塗布部１４０と、定着液供給部１３０を備える。定着液塗布部１４０は、塗
布ローラ４１、加圧ローラ４３、などを備える。定着液塗布部１４０は、転写紙Ｐに定着
液を付与する泡状定着液付与手段であり、定着液供給部１３０は、泡状定着液生成手段で
ある。
【０１０７】
　第１の実施形態の定着装置３０は、本発明の定着液である液状定着液３１０を、定着液
収容器３１内で保管し、該液状定着液３１０から、泡状定着液生成手段によって泡状定着
液を生成する。第１の実施形態の定着装置３０では、複数の定着液成分液を、混合して定
着液を作製する定着液作製手段が不要であるため、装置の構成を簡略化できる。
【０１０８】
　図１に示す定着装置３０が備える定着液収容器３１は密封容器であり、密閉容器の先端
には、液状定着液３１０をバブリング槽３５に供給するための供給口３１３が設けられて
おり、液搬送パイプ３４に接続されている。
【０１０９】
　定着液収容器３１に用いる密封容器としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、樹脂フィルムからなる密閉容器などが挙げられる。
　前記樹脂フィルムとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド、ポリエチレンテレフタレート、四
フッ化エチレン・パーフロロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）などが挙げられ
る。なお、これらを組み合わせて多層構造にしてもよく、樹脂フィルムにはガスバリア性
を持たせるために、アルミ等の金属などを蒸着してもよい。
【０１１０】
　図２は、本願発明に係る第１の実施形態の定着装置３０の定着液供給部１３０を示す拡
大構成図であり、図３は、本願発明に係る第１の実施形態の定着装置３０の定着液塗布部
１４０を示す拡大構成図である。
　定着液供給部１３０は、泡状定着液生成手段であり、定着液収容器３１内に収容されて
いる液状定着液３１０を泡化させながら、得られた泡状定着液Ｂｕを塗布ローラ４１に供
給する。具体的には、定着液収容器３１内に収容されている液状定着液３１０を、液搬送
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ポンプ３３及び液搬送パイプ３４などからなる定着液輸送手段によって気体／液体混合手
段であるバブリング槽３５に送る。
【０１１１】
　定着装置３０の稼動時には、液搬送ポンプ３３を駆動することにより、液状定着液３１
０をバブリング槽３５に搬送する。ここで、液状定着液３１０がバブリング槽３５に到達
するタイミングで空気ポンプ３６を作動させることで、液状定着液３１０をバブリングし
て、定着液を泡化させる。このときに得られる泡状定着液Ｂｕは目視でも泡の粒が確認で
きるくらいの大きな泡からなる。
【０１１２】
　バブリング槽３５で生成された比較的大きな泡の泡状定着液Ｂｕは、泡搬送パイプ３８
ｃを通って泡微細化部３８に供給される。
　泡微細化部（せん断力付加手段）３８では、比較的大きな泡径の泡を、せん断力の付与
によって２つ以上に分割して微細化させる。泡微細化部３８は、閉じた外側円筒３８ａの
中に内側円筒３８ｂを内包する二重円筒構造になっており、泡搬送パイプ３８ｃを通過し
た泡状定着液Ｂｕを、不動の外側円筒３８ａと、回転する内側円筒３８ｂとの隙間に供給
し、この隙間を通すことで、泡状定着液Ｂｕの比較的大きな泡径の泡に対して回転する内
側円筒３８ｂによりせん断力を付与する。該せん断力により、大きな泡を２つ以上の微小
な泡に分割する。大きな泡を分割された泡状定着液Ｂｕは、外側円筒３８ａに設けられた
排出パイプ３８ｄからノズル３９へと搬送される。ノズル３９からは、所望の微小な泡径
を有する泡状定着液Ｂｕが排出される。
【０１１３】
　液搬送速度は、回転する内側円筒３８ｂの回転数や、内側円筒３８ｂの軸線方向長さに
基づいて決定することが好ましい。外側円筒３８ａの内径をｄ１ｍｍ、内側円筒３８ｂの
軸線方向長さをＬｍｍで表し、且つ内側円筒３８ｂの外径ｄ２ｍｍ、回転数をＲｒｐｍで
表すと、微小な泡を生成するための液搬送速度Ｖｍｍ３／秒は、下記式（１）で決まる。
　　Ｖ＝Ｌ×π×（ｄ１２－ｄ２２）／４／（１，０００／Ｒ）　　式（１）
　例えば、ｄ１が１０ｍｍ、ｄ２が８ｍｍ、Ｌが５０ｍｍ、回転数が１，０００ｒｐｍと
すると、液搬送速度は約１，４００ｍｍ３／秒（１．４ｃｃ／秒）となる。
　Ａ４サイズの転写紙Ｐに定着処理を施すために必要な泡状定着液の量が３ｃｃであると
仮定すると、液状定着液３１０から必要量の泡状定着液Ｂｕを生成するのに、約２秒間の
立ち上がり時間ですみ、極めて素早く、所望の泡径を有する泡状定着液Ｂｕを生成可能と
なる。また、内側円筒３８ｂにらせん状の溝を設けて、外側円筒３８ａ内での搬送性を向
上させてもよい。
【０１１４】
　第１の実施形態の定着装置３０では、液状定着液３１０を大きな泡径の泡からなる泡状
定着液Ｂｕへと泡化させる大きな泡生成部であるバブリング槽３５と、大きな泡にせん断
力を加えて微小な泡に分割する泡微細化部３８とを組み合わせることで、液状定着液３１
０を極めて短時間に５μｍ～５０μｍ程度の微小な泡径の泡からなる泡状定着液Ｂｕに変
化させることができる。
【０１１５】
　図１及び図３に示すように、ノズル３９から排出される所望の微小な泡径を有する泡状
定着液Ｂｕは、定着液塗布部１４０の塗布ローラ４１の表面に供給される。定着液塗布部
１４０は、転写紙Ｐに定着液を塗布する塗布手段であり、図３に示すように、泡状定着液
Ｂｕを転写紙Ｐ上の樹脂微粒子である未定着トナーＴに付与する塗布ローラ４１を備える
。また、定着液塗布部１４０は、塗布ローラ４１の表面上に供給された泡状定着液Ｂｕの
膜の厚みを転写紙Ｐ上の未定着トナーＴのトナー層の厚みに応じて調整し、泡状定着液Ｂ
ｕの膜の厚みを最適な厚みに調整する間隔調整手段である膜厚調整ブレード４２を備える
。さらに、定着液塗布部１４０は、膜厚調整ブレード４２が対向する位置に対して塗布ロ
ーラ４１の表面移動方向下流側で、塗布ローラ４１と対峙する位置に加圧ローラ４３を備
える。
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【０１１６】
　図３に示すように、塗布ローラ４１上の泡状定着液Ｂｕは、膜厚調整ブレード４２との
対向部を通過することにより、泡状定着液Ｂｕの気泡の大きさ、泡粘度及び塗布加圧力並
びに未定着トナーＴの層厚に応じて、泡状定着液Ｂｕの未定着トナーＴのトナー層への浸
透時間に対して最適化した膜厚の泡状定着液膜Ｂｕ１となる。定着液供給部１３０で所望
の泡径となった泡状定着液Ｂｕは、泡状定着液供給口を備えたノズル３９より、塗布ロー
ラ４１と膜厚調整ブレード４２との間に滴下される。
【０１１７】
　泡微細化部３８で得られた微細な泡状定着液Ｂｕは、図１及び図３に示したように、ノ
ズル３９から、塗布ローラ４１表面に供給される。供給された泡状定着液Ｂｕは、塗布ロ
ーラ４１表面に対して自らの先端を所定の間隔（間隙）を介して対向させている膜厚調整
ブレード４２により、塗布ローラ４１表面上での膜の厚みが調整される。この膜厚調整ブ
レード４２は、図４、図５に示すように、片持ち支持された状態で、固定端側のブレード
回動軸４２ａを中心にして回動することで、自らの先端と、塗布ローラ４１との間隔を変
化させる。図示しない調整部は、モータ駆動によってブレード回動軸４２ａを回転させる
ことで、膜厚調整ブレード４２を回転させて前記間隔を調整する。泡状定着液膜Ｂｕ１の
膜の厚みを薄くするときには、図４に示すように膜厚調整ブレード４２と塗布ローラ４１
表面との間の間隔を狭くし、泡状定着液膜Ｂｕ１の膜の厚みを厚くするときには、図５に
示すように膜厚調整ブレード４２と塗布ローラ４１表面との間の間隔を広くする。このよ
うに、膜厚調整ブレード４２と塗布ローラ４１表面との間の間隔を調整することにより、
トナー層の厚みや環境温度など、更には泡状定着液Ｂｕの気泡の大きさ、泡粘度及び塗布
加圧力並びに未定着トナーＴのトナー層の厚みに応じた、膜状の泡状定着液の未定着トナ
ー層での浸透時間を調整するための、最適な泡状定着液膜Ｂｕ１の厚みを調整することが
できる。
【０１１８】
　また、定着装置３０では、図示していない光書込装置で用いる画像情報に基づいて、膜
厚調整ブレード４２の回転を制御し、泡状定着液膜Ｂｕ１の厚みを調整する。即ち、転写
紙Ｐに転写されたトナー像を形成する未定着トナーＴには、図示していない光書込装置で
用いる画像情報（例えば、カラー画像又は黒ベタ画像）に基づいて、泡状定着液膜Ｂｕ１
の厚みが調整された泡状定着液Ｂｕが塗布される。これにより、各トナー像を形成する未
定着トナーＴのトナー層の厚みに応じた泡状定着液Ｂｕの塗布を行うことができ、適切な
定着条件でトナー像を転写紙Ｐに定着させることができる。
【０１１９】
　トナー像が形成された転写紙Ｐに泡状定着液Ｂｕを塗布するための塗布ローラ４１には
、弾性ローラ部を具備する加圧ローラ４３が当接して塗布ニップＣを形成している。上述
した紙搬送ベルト２９によって二次転写ニップから定着装置３０に向けて搬送される転写
紙Ｐは、画像面を塗布ローラ４１に向けた状態でこの塗布ニップＣ内に挟み込まれる。そ
して、塗布ニップＣ内において、塗布ローラ４１上の泡状定着液Ｂｕが画像面に塗布され
る。
【０１２０】
　図１３Ａ、図１３Ｂ、及び図１４は、従来の湿式定着方式の液状定着液を塗布する定着
装置６０の説明図である。図１３Ａは液状定着液を塗布する定着装置６０の概略説明図で
ある。また、図１３Ｂは、液状定着液を塗布する定着装置６０における記録媒体である転
写紙Ｐと転写紙Ｐに接触して液状定着液３１０を塗布する塗布部材である塗布ローラ４１
との近接部の拡大説明図である。
　図１３Ａに示すように、塗布ローラ４１を用いて転写紙Ｐ上の未定着トナーＴへ液状定
着液３１０を塗布する構成において、液状定着液３１０を転写紙Ｐに微量塗布するために
、塗布ローラ４１上の液状定着液３１０の膜の厚みが未定着トナーＴの厚みよりも薄くな
る場合、図１３Ｂのようになる。塗布ローラ４１上の液状定着液３１０には、塗布ローラ
４１の表面が転写紙Ｐと接触する塗布位置で塗布ローラ４１から転写紙Ｐに付与されるも
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のの他に、図１３Ｂ中の矢印Ｆ１で示すように塗布位置を通過した後も塗布ローラ４１の
表面に残留するものがある。そして、塗布ローラ４１の表面が転写紙Ｐから分離する位置
で、塗布ローラ４１表面に残留する液状定着液３１０の液膜によって生じる表面張力（図
１３Ｂ中の矢印Ｆ２方向に働く）で未定着トナーＴのトナー粒子が引っ張られてしまう。
これにより、塗布ローラ４１の表面にオフセットトナーＴａが付着し、塗布ローラ４１と
剥離した後の転写紙Ｐ上の定着トナー層Ｔｂによって形成される画像が大幅に乱れてしま
う。
【０１２１】
　逆に、塗布ローラ４１上の液状定着液３１０の膜の厚みを未定着トナーＴよりも、十分
厚くすると、図１４のようになる。塗布ローラ４１の表面が転写紙Ｐから分離する位置で
は、液状定着液３１０の液量が多いため塗布ローラ４１表面の液膜による表面張力が未定
着トナーＴのトナー粒子に作用しにくくなる。これにより、塗布ローラ４１側にオフセッ
トしたトナーが付着しにくくなるが、転写紙Ｐの紙面に多量の液状定着液３１０が塗布さ
れるため、過剰な液状定着液３１０により転写紙Ｐ上のトナー粒子が流され、画質劣化を
生じたり、転写紙Ｐに付与した液状定着液３１０の乾燥時間が長くなり定着応答性に問題
が生じたりしてしまう。また、転写紙Ｐに著しい残液感（紙を手で触れたときの湿った感
触）が発生する。さらに、液状定着液３１０が水を含有するものであると、記録媒体とし
て紙などのセルロースを含有する転写紙Ｐへの液状定着液３１０の塗布量が多い場合、紙
などの転写紙Ｐが著しくカールし、画像形成装置などの装置内における記録媒体搬送時に
紙詰まりが発生する恐れがある。
　このように、塗布ローラ４１を用いて液状定着液３１０を塗布する構成では、液状定着
液３１０の塗布量が多すぎると、トナー粒子が流されることによる画質劣化、液状定着液
３１０の乾燥時間が長くなることによる定着応答性の低下という問題が生じる。さらに、
記録媒体の材質によっては紙詰まりが発生しやすくなるという問題が生じる。
　一方、これらの問題を防止するために液状定着液３１０を微量塗布する構成とすると、
上述したように塗布ローラ４１の表面にトナー粒子がオフセットしてしまう。よって、定
着応答性向上や残液感低減やカール防止のために転写紙Ｐ上のトナー層に定着液を微量塗
布することと塗布ローラ４１へのトナーオフセットを防止すること、とを両立することが
極めて難しい。なお、記録媒体（例えば、転写紙）に接触して定着液を塗布する接触塗布
手段として、ダイコート手段、ブレード塗布手段、ワイヤーバー塗布手段を用いた場合も
、定着液が微量になると接触塗布手段に表面張力でトナーが付着してしまい、画像劣化が
生じる。
【０１２２】
　図６は、本願発明に係る第１の実施形態の定着装置３０において、塗布ローラ４１が転
写紙Ｐと接触する部分（塗布ニップＣ）の拡大説明図である。
　定着液を、少量であっても厚みの嵩張る泡状定着液Ｂｕの状態で転写紙Ｐに塗布するこ
とで、図示のように、液状の場合に比べてニップ出口から遠い位置で塗布ローラ４１表面
上の定着液と転写紙Ｐ上の定着液とを分離させる。更に、泡状にすることで、塗布ローラ
４１表面上の定着液の表面張力によるトナーの引き込みを解消する。これらの結果、塗布
ローラ４１へのトナーのオフセットを有効に抑えることができ、オフセットによる白抜け
画像の発生を解消することができる。
【０１２３】
　未定着トナーＴのトナー粒子Ｔｐの体積平均粒径が５μｍ～１０μｍ程度である場合、
未定着トナーＴのトナー層を乱すことなく泡状定着液Ｂｕを未定着トナーＴに付与するに
は、泡状定着液Ｂｕの泡径範囲を５μｍ～５０μｍ程度にすることが望ましい。プリンタ
１０では、泡微細化部３８での泡微細化により、このような微細な径の泡ができる。
【０１２４】
　また、泡微細化部３８で微細化した泡は、図７に示すように、気泡Ｂｕ－Ａと、各々の
気泡Ｂｕ－Ａを区切る液膜境界Ｂｕ－Ｂ（以下、プラトー境界と称することがある）と、
から構成されている。
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【０１２５】
　定着装置３０の加圧ローラ４３は、弾性層としてスポンジ素材を用いている。
　塗布ニップＣでは、泡状定着液Ｂｕが樹脂微粒子である未定着トナーＴのトナー層に浸
透して、記録媒体である転写紙Ｐまで到達した後に、塗布ローラ４１とトナー層とが分離
するように、転写紙Ｐの塗布ニップ通過時間のタイミングを設定するする必要がある。
　定着装置３０では、転写紙Ｐの塗布ニップ通過時間（例えば先端が塗布ニップＣの入口
に進入してから先端が塗布ニップＣの出口から排出される間での時間）を、５０ｍｓ（ミ
リ秒）から３００ｍｓの範囲に設定している。これにより、転写紙Ｐの塗布ニップ通過時
間を、泡状定着液Ｂｕの浸透時間と同じかそれ以上にしている。そして、この範囲の転写
紙Ｐの塗布ニップ通過時間を確保するために、小さな加圧力の変化で比較的大きく変形可
能なスポンジ素材からなる弾性層を備えた加圧ローラ４３を用いている。
【０１２６】
　塗布ニップ通過時間（以下、ニップ時間という）については、「ニップ時間＝（ニップ
幅）／（紙の搬送速度）」という数式によって算出することが可能である。転写紙Ｐの搬
送速度は、紙搬送駆動機構の設計データにより求めることができる。ニップ幅は、塗布ロ
ーラ全面に乾燥しない着色塗料を薄くつけて、転写紙Ｐを塗布ローラ４１及び対峙する加
圧ローラ４３に挟んで加圧（ローラは回転させない状態で）し、転写紙Ｐに着色塗料を付
着させ、着色部（通常長方形の形に着色）における紙搬送方向の長さをニップ幅として測
定することで求めることができる。転写紙Ｐの搬送速度に応じて、ニップ幅を調整するこ
とでニップ時間を泡状定着液のトナー層浸透時間と同じかそれ以上にする必要がある。
【０１２７】
　図１に示す定着装置３０では、加圧ローラ４３を弾性多孔質体（以下、スポンジと記す
）とすることで、転写紙Ｐの搬送速度に応じて、塗布ローラ４１とスポンジの加圧ローラ
４３の軸間距離を変更してニップ幅を変えることが容易となる。加圧ローラ４３のスポン
ジの代わりに、弾性ゴムも適するが、スポンジは、弾性ゴムよりも弱い力で変形させるこ
とが可能であり、塗布ローラ４１の加圧力を過剰に高くすることなく長いニップ幅を確保
することができる。
【０１２８】
　スポンジ素材の樹脂剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
きるが、定着液中には樹脂軟化剤又は膨潤剤が含有されており、スポンジ素材で形成され
た加圧ローラ４３に定着液が万が一付着した場合、スポンジ素材が軟化する等の不具合が
発生する恐れがあるため、軟化剤又は膨潤剤に対し軟化乃至膨潤を示さない素材が望まし
い。
　また、ローラ部がスポンジ素材からなる加圧ローラ４３については、スポンジ素材が軟
化剤又は膨潤剤で劣化する素材であっても、軟化剤又は膨潤剤により軟化や膨潤を示さな
い可撓性フィルムで覆うことでスポンジローラの劣化を防止することができる点で、ロー
ラ表面を可撓性フィルムで覆った構成であってもよい。
　前記スポンジ素材としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択でき、例えば、ポ
リエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド等の樹脂の多孔質体などが挙げられる。
　また、スポンジを覆う可撓性フィルムとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、四フッ化エチレン・バーフロロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）などが挙
げられる。
【０１２９】
　図１に示す定着装置３０において、塗布ローラ４１と、ローラ部がスポンジからなる加
圧ローラ４３とが、常時接触している場合、転写紙Ｐが搬送されていない時に塗布ローラ
４１上の泡状定着液Ｂｕがスポンジの加圧ローラ４３に付着し汚す恐れがある。この付着
を防止する狙いから、紙先端検知手段（図示せず）を塗布ニップＣに転写紙Ｐが搬送され
る手前に設け、紙先端検知信号に応じて、転写紙Ｐの先端から後方にのみ泡状定着液Ｂｕ
が塗布されるようなタイミングで塗布ローラ４１に泡状定着液Ｂｕを供給することが好ま
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しい。
【０１３０】
　また、定着装置３０においては、不図示の接離機構により、待機時には塗布ローラ４１
と加圧ローラ４３とを互いに離間させ、塗布時のみ、塗布ローラ４１と加圧ローラ４３と
を当接させる構成とすることが好ましい。このような構成では、塗布ローラ４１と加圧ロ
ーラ４３とを互いに離間させた待機時の状態から上記紙先端検知手段による転写紙Ｐの先
端検知の検知結果に基づいて、接離機構を駆動し、塗布ローラ４１と加圧ローラ４３とを
当接させる。そして、紙先端検知手段による転写紙Ｐの後端検知、又は、別に設けた不図
示の紙後端検知手段による転写紙Ｐの後端検知の検知結果に基づいて、接離機構を駆動し
、塗布ローラ４１と加圧ローラ４３とを離間させる。
【０１３１】
〔第２の実施形態〕
　次に、本発明の定着装置３０の２つ目の実施形態（以下、第２の実施形態と呼ぶ）につ
いて説明する。
　図８は、本願発明の第２の実施形態に係る定着装置３０の概略構成図であり、図９は、
本願発明の第２の実施形態に係る定着装置３０の定着液供給部１３０を示す拡大構成図で
ある。
　第２の実施形態の定着装置３０は、本発明の定着液である液状定着液を構成する軟化剤
液６１０と起泡剤液６２０とを独立して保管し、泡状定着液Ｂｕを生成するときに軟化剤
液６１０と起泡剤液６２０とを混合し、この混合によって得られた液状定着液を定着液供
給部１３０に供給して、泡状定着液Ｂｕを生成する構成である。第２の実施形態の定着装
置３０は、バブリング槽３５に液状定着液を供給する前の構成が、第１の実施形態の定着
装置３０と異なり、バブリング槽３５で大きな泡の泡状定着液Ｂｕを生成した後の定着液
供給部１３０や定着液塗布部１４０の構成は、第１の実施形態と同様の構成である。よっ
て、第２の実施形態の定着装置３０については、第１の実施形態の定着装置３０との相違
点について説明し、共通する構成については説明を省略する。
　第２の実施形態の定着装置３０は、定着液保持手段、定着液作製手段、泡状定着液生成
手段及び付与手段を有してなり、更に必要に応じてその他の手段を有してなる。
【０１３２】
　図８に示すように、第２の実施形態の定着装置３０は、軟化剤液６１０を収容する軟化
剤液収容器６１と、起泡剤液６２０を収容する起泡剤液収容器６２とを備え、軟化剤液６
１０と起泡剤液６２０とを独立して保管する構成である。軟化剤液収容器６１内の軟化剤
液６１０は、軟化剤液搬送ポンプ３３ａを駆動することによって軟化剤液搬送パイプ３４
ａを通ってバブリング槽３５に供給される。また、起泡剤液収容器６２内の起泡剤液６２
０は、起泡剤液搬送ポンプ３３ｂを駆動することによって起泡剤液搬送パイプ３４ｂを通
ってバブリング槽３５に供給される。このとき、軟化剤液搬送ポンプ３３ａと起泡剤液搬
送ポンプ３３ｂとの駆動を制御して、軟化剤液６１０の搬送量と起泡剤液６２０の搬送量
との比を調節することにより、２つの液を混合して成る液状定着液における軟化剤液６１
０と起泡剤液６２０との混合比を調節することができる。軟化剤液搬送ポンプ３３ａ及び
起泡剤液搬送ポンプ３３ｂとしては、第１の実施形態の液搬送ポンプ３３と同様のものを
用いることができる。
　軟化剤と起泡剤とを含有した液状定着液の状態で長期保管すると、軟化剤の化学分解が
生じるおそれがある。これに対して、第２の実施形態の定着装置３０では、軟化剤液６１
０と起泡剤液６２０とを独立して保管することにより、長期保管しても軟化剤の化学分解
を防止することができる。
【０１３３】
　第２の実施形態の定着装置３０では、稼動時に、軟化剤液搬送ポンプ３３ａ及び起泡剤
液搬送ポンプ３３ｂにより、軟化剤液６１０及び起泡剤液６２０が所望の混合比となるよ
うにバブリング槽３５に供給され、バブリング槽３５で供給された２つの液が混合する。
　ここで、２つの液がバブリング槽３５に到達するタイミングで空気ポンプ３６を作動さ
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せることで、２つの液をバブリングの振動によって混合し、混合して得られる液状定着液
３１０をバブリングして、定着液を泡状にする。このときに得られる泡状定着液Ｂｕは目
視でも泡の粒が確認できるくらいの大きな泡からなる。
　バブリング槽３５で生成された比較的大きな泡の泡状定着液Ｂｕは、空気ポンプ３６か
らの空気圧によって泡搬送パイプ３８ｃ内を搬送され、泡微細化部３８に送られる。そし
て、泡微細化部３８に送られた泡状定着液Ｂｕは第１の実施形態と同様に、二重円筒構造
によって大きな泡にせん断力が加えられ細かな泡となり、ノズル３９から所望の微小な泡
径の泡状定着液Ｂｕとして排出される。
【０１３４】
　第２の実施形態の定着装置３０では、バブリング槽３５よりも下流側の液搬送路（バブ
リング槽３５、泡搬送パイプ３８ｃ、外側円筒３８ａと、回転する内側円筒３８ｂとの隙
間、排出パイプ３８ｄ及びノズル３９）内では、軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とが混
合した定着液の状態で存在する。定着液の状態で長期放置すると軟化剤の化学的分解が起
こるおそれがある。このため、定着終了時又は、定着開始時に、バブリング槽３５から泡
状定着液供給口を備えたノズル３９までの液搬送路内の定着液を廃棄しておくことが望ま
しい。
　該液搬送路内の定着液を廃棄する方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、例えば、２つの液搬送ポンプ３３ａ及び３３ｂの駆動を停止した状態
で空気ポンプ３６を所定の時間駆動し続ける方法などが挙げられる。これにより、この液
搬送路内の定着液をノズル３９から廃棄することができる。
　更に、この廃棄により定着液が無駄に消費されるため、バブリング槽３５からノズル３
９までの液搬送路内の容積は極力小さいことが望ましい。
【０１３５】
　軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とを混合して液状定着液を生成する方法では、軟化剤
液６１０と起泡剤液６２０とが、十分均一に混合されないと混合後の液状定着液の泡化の
ときに起泡性が悪くなる。液状定着液の起泡性が悪くなると泡化して得られる泡状定着液
Ｂｕの密度が所望の値よりも高くなり、泡膜形成ができなくなる恐れがある。また、軟化
剤が泡のプラトー境界にて不均一に分布し、定着が不均一になる恐れがある。
　軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とを混合して液状定着液を得る方法としては、図９に
示す構成のようにバブリングの振動によって軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とを混合す
る方法もあるが、軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とを混合する液混合部を別途設けるこ
とが望ましい。
【０１３６】
　図１０は、２つの液搬送ポンプ３３ａ及び３３ｂとバブリング槽３５との間に、軟化剤
液６１０と起泡剤液６２０とを混合する液混合部６３を備え、液混合部６３とバブリング
槽３５とを定着液搬送パイプ３４ｃで接続した構成の説明図である。液混合部６３は、軟
化剤液搬送パイプ３４ａを通過した軟化剤液６１０と起泡剤液搬送パイプ３４ｂを通過し
た起泡剤液６２０とが合流する流路に回転する混合撹拌羽根を組み込んだ構成である。こ
のような液混合部６３を備えることにより、泡化を行うバブリング槽３５に到達する前に
軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とを均一に混合した液状定着液３１０を得ることができ
る。このようにして得た液状定着液３１０をバブリング槽３５で泡化することにより、所
望の起泡性を得ることができるとともに、生成した泡状定着液Ｂｕのプラトー境界内の軟
化剤の分布が均一になり、均一な定着を行うことができる。液混合部６３において、２つ
の液を混合するために撹拌する構成としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、混合撹拌羽根を組み込む構成、超音波振動を組み込む構成などが
挙げられる。
【０１３７】
　また、液混合部６３としては、駆動する撹拌部材を設けず流路だけから構成されるもの
であってもよい。
　図１１は、流路のみからなる液混合部６３の拡大説明図である。
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　図１１に示す液混合部６３は、軟化剤液搬送パイプ３４ａに接続された軟化剤液６１０
の流路と、起泡剤液搬送パイプ３４ｂに接続された起泡剤液６２０の流路と、定着液搬送
パイプ３４ｃに接続され、軟化剤液６１０の流路と起泡剤液６２０の流路とが合流する混
合液の流路とから構成する。図１１に示す液混合部６３では、図中矢印Ｇ１及びＧ２で示
すように２つの流路に軟化剤液６１０及び起泡剤液６２０が各々流入し、２つの流路が合
流する一つの流路内で軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とを混合し、液状定着液３１０と
して図中矢印Ｇで示すように定着液搬送パイプ３４ｃに向けて排出する。この液混合部６
３では、軟化剤液６１０の流路の流体抵抗と起泡剤液６２０の流路の流体抵抗とに比べて
混合液の流路の流体抵抗が小さくなるように設定する。このように設定することにより、
混合液の流路内での流速が速くなって乱流が形成されるため、軟化剤液６１０と起泡剤液
６２０とが十分に混合される。
　第２の実施形態の定着装置３０では、泡状定着液生成手段である定着液供給部において
、独立して保管された軟化剤液６１０と起泡剤液６２０とを混合して、液状定着液を生成
する。
　図１１に示すような流路のみからなる液混合部６３であれば駆動部がないため、極めて
簡便な構成で混合が可能となる。
【０１３８】
　図１２は、第２の実施形態と同様に、液状定着液３１０を構成する軟化剤液６１０と起
泡剤液６２０とを独立して保管する定着装置３０の他の構成例の概略説明図である。
　軟化剤液６１０及び起泡剤液６２０は定着液作製手段の液混合部６３で十分に混合され
、続く泡状定着液生成手段である定着液供給部１３０によって所望の泡径を有する泡状定
着液Ｂｕとなり、付与手段である定着液塗布部１４０に供給される。そして、定着液塗布
部１４０では泡状定着液Ｂｕの膜の厚みが調整され、膜の厚みが調整された泡状定着液Ｂ
ｕが未定着トナーＴに付与され、定着が行われる。
　また、図１２に示す定着装置３０では、第２の実施形態の定着装置３０が備える加圧ロ
ーラ４３の代わりに、加圧ベルト４３０を備えている。加圧ベルト４３０としては、例え
ばシームレスニッケルベルト、シームレスＰＥＴファイルなどの基体にＰＦＡのような離
型性フッ素樹脂をコートした部材を用いる。
【０１３９】
　図１２に示す定着装置３０のように、塗布ニップＣを形成する部材にベルトを用いる構
成では、ニップ幅を容易に広くすることが可能となる。
　塗布ニップＣを形成する部材にベルトを用いる構成としては、図１２に示すように加圧
部材にベルト部材を用いる構成に限らず、塗布ローラ４１の代わりにベルト状の塗布部材
を用い、加圧部材をローラ状の部材を用いる構成であってもよい。
　このように、塗布側及び加圧側の少なくともいずれか一方をベルト状の部材とする構成
にすることで、ニップ幅を容易に広くすることが可能となり、紙にシワが発生するような
無理な力をかけることもなく、ニップ時間は変わらないため紙の搬送速度を速くすること
が可能となり、高速定着が可能となる。
【０１４０】
　また、定着装置３０としては、トナーに定着液を付与する塗布ニップＣを通過した転写
紙Ｐに対して、転写紙Ｐ上で溶融また軟化したトナーを加圧する一対の平滑化ローラ（ハ
ードローラ）を配置してもよい。一対の平滑化ローラによって、転写紙Ｐ上で溶融乃至軟
化したトナーを加圧することによって、溶融乃至軟化したトナーの層の表面を平滑化して
、定着後のトナー像に光沢を与えることが可能となる。更に、溶融又は軟化したトナーを
転写紙Ｐに押し込むことによって、転写紙Ｐに対するトナーの定着性を向上させることが
できる。
【０１４１】
　続いて、本発明の画像形成装置の実施形態について、図を用いて説明する。
〔画像形成装置〕
　本発明の画像形成装置の一例として、電子写真方式のタンデム方式のカラープリンタ（
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以下、単にプリンタ１００という）の実施形態について説明する。
　まず、実施形態に係るプリンタ１００の基本的な構成について説明する。図１５は、本
発明の第１の実施形態のプリンタ１００の要部を示す概略構成図である。図１５において
、プリンタ１００は、イエロー（Ｙ），マゼンタ（Ｍ），シアン（Ｃ），黒（Ｋ）のトナ
ー像を形成する４つのプロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋ、転写ユニット２０、紙
搬送ユニット２８、レジストローラ対１５、定着装置３０、図示しない光書込装置、など
を備えている。また、転写ユニット２０、トナー像担持体としての中間転写ベルト２５を
備えており、中間転写ベルト２５の上部の張架面に沿って、ブラック、イエロー、マゼン
タ及びシアンの各色の画像形成ユニットである４つのプロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ
，３Ｋが配列されている。
【０１４２】
　４つのプロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋの上方には、図示しない光書込装置が
配置されている。例えば、プリンタ１００が複写機である場合には、スキャナで原稿の画
像情報を読み込み、画像情報に応じて、光書込装置のレーザーダイオードやＬＥＤ等の光
源を駆動して、プロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋにおけるドラム状の感光体４Ｙ
，４Ｍ，４Ｃ，４Ｋに向けて各レーザー光Ｌ１～Ｌ４を照射する。該照射により、感光体
４Ｙ，４Ｍ，４Ｃ，４Ｋの表面には静電潜像が形成され、該潜像は所定の現像プロセスを
経由してトナー像になる。なお、符号の後に付されたＹ，Ｍ，Ｃ，Ｋという添字は、イエ
ロー，マゼンタ，シアン，ブラック用の仕様であることを示している。
【０１４３】
　プロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋは各々、潜像担持体たる感光体４と、その周
囲に配設される各種機器とを１つのユニットとして共通の支持体に支持するものであり、
プリンタ本体に対して着脱可能になっている。プロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋ
は使用するトナーの色が異なる点以外は同様の構成であり、図１６は、４つのプロセスユ
ニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋのうちの一つのプロセスユニット３の拡大説明図である。
図１６に示すように、４つのプロセスユニット３は各々、感光体４の他、現像装置６、帯
電装置７、除電装置の除電ランプ８、ドラムクリーニング装置９等を備えている。また、
中間転写ベルト２５を挟んで感光体４と対向する位置には、一次転写装置の一次転写ロー
ラ２６が設けられている。
【０１４４】
　感光体４としては、アルミニウムなどの素管に、感光性を有する有機感光材の塗布によ
る感光層を形成したドラム状のものを用いている。また、無端ベルト状のものを用いても
よい。
【０１４５】
　現像装置６は、図示しない磁性キャリアと非磁性トナーとを含有する二成分現像剤を用
いて感光体４上の静電潜像にトナーを付着させてトナー像を得ることで、静電潜像を現像
して可視化する二成分現象方式のものである。二成分現像剤の代わりに、磁性キャリアを
含まない一成分現像剤によって現像を行うタイプのものを使用してもよい。感光体４の表
面上で現像されたトナー像は、後述する一次転写ニップで中間転写ベルト２５に一次転写
される。
　トナーは、各々の色に着色された樹脂微粒子であり、前記樹脂微粒子は、定着液により
溶解乃至膨潤する。現像装置６は、二成分現像剤を収容し撹拌する攪拌部と、現像ローラ
が配置された現像部とを有し、現像ローラの表面に供給され現像に使用されなかった現像
剤は、攪拌部に戻され、再利用される。攪拌部における二成分現像剤のトナー濃度は、ト
ナー濃度センサによって検出され、トナー濃度が、一定であるように制御されている。
【０１４６】
　一次転写ニップを通過した後の感光体４表面に付着している転写残トナーは、ドラムク
リーニング装置９によって感光体４表面から除去される。ドラムクリーニング装置９によ
って感光体４表面から除去されたトナーは、不図示の回収スクリュ及びトナーリサイクル
装置によって現像装置６に搬送され、再利用される。
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　ドラムクリーニング装置９としては、ポリウレタンゴム製のクリーニングブレードによ
って転写残トナーを掻き取る方式のものを図示しているが、他の方式による転写残トナー
を除去するものを用いてもよい。
【０１４７】
　除電ランプ８は、光照射によって感光体４を除電する。除電された感光体４の表面は、
帯電装置７によって一様に帯電せしめられることで、初期化する。
　帯電装置７は、帯電バイアスが印加される帯電ローラを感光体４に当接させる接触型帯
電方式である。帯電装置７は、帯電ローラに帯電バイアスを印加して感光体４に当接させ
ることにより、感光体４の表面を一様に帯電する。なお、帯電装置７としては、接触型帯
電方式に限るものではなく、感光体４に対して非接触で帯電処理を行うスコロトロンチャ
ージャ等を採用した非接触帯電方式の帯電装置を用いてもよい。
【０１４８】
　先に示した図１５において、４つのプロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋの感光体
４Ｙ，４Ｍ，４Ｃ，４Ｋには、上記プロセスによりＹ，Ｍ，Ｃ，Ｋトナー像が形成される
。４つのプロセスユニット３Ｙ，３Ｍ，３Ｃ，３Ｋの下方には、転写ユニット２０が配設
されている。転写ユニット２０は、複数の張架ローラ（駆動ローラ２１、クリーニング対
向ローラ２２、転写バックアップローラ２３）によって張架している中間転写ベルト２５
を、感光体４Ｙ，４Ｍ，４Ｃ，４Ｋに当接させてＹ，Ｍ，Ｃ，Ｋ用の一次転写ニップを形
成している。そして、中間転写ベルト２５は駆動ローラ２１の回転駆動によって図中時計
回り方向（図中の矢印Ａ方向）に無端移動する。
【０１４９】
　Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｋ用の一次転写ニップの近傍では、中間転写ベルト２５のベルトループ内
側に配設された一次転写ローラ２６Ｙ，２６Ｍ，２６Ｃ，２６Ｋによって中間転写ベルト
２５を感光体４Ｙ，４Ｍ，４Ｃ，４Ｋに向けて押圧している。これら一次転写ローラ２６
Ｙ，２６Ｍ，２６Ｃ，２６Ｋには、各々図示しない電源によって一次転写バイアスが印加
されている。これにより、Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｋ用の一次転写ニップには、感光体４Ｙ，４Ｍ，
４Ｃ，４Ｋ上のトナー像を中間転写ベルト２５に向けて静電移動させる一次転写電界が形
成されている。図中時計回り方向の無端移動に伴ってＹ，Ｍ，Ｃ，Ｋ用の一次転写ニップ
を順次通過していく中間転写ベルト２５のおもて面には、各一次転写ニップで各色トナー
像が順次重ね合わせて一次転写される。該重ね合わせの一次転写により、中間転写ベルト
２５のおもて面には４色重ね合わせトナー像（以下、４色トナー像という）が形成される
。
　本実施形態の一次転写装置は、ローラ状の一次転写ローラ２６を備える構成であるが、
一次転写装置としては、導電性ブラシ、非接触のコロナチャージャー等を採用することも
できる。
【０１５０】
　転写ユニット２０の図中下方の中間転写ベルト２５を挟んで、転写バックアップローラ
２３に対向する位置には、二次転写装置として機能する紙搬送ユニット２８が設けられて
いる。紙搬送ユニット２８は、駆動ローラ２９ｂと二次転写ローラ２９ａとの間に、無端
状の紙搬送ベルト２９を掛け渡して無端移動させる構成である。この紙搬送ユニット２８
は、自らの二次転写ローラ２９ａと、転写ユニット２０の中間転写ベルト２５との間に、
紙搬送ベルト２９を挟み込んでいる。これにより、中間転写ベルト２５のおもて面と、紙
搬送ベルト２９のおもて面とが当接する二次転写ニップが形成されている。二次転写装置
としては、ベルト状の部材を中間転写ベルト２５に対向させる構成に限らず、ローラ状の
部材を中間転写ベルト２５に対向させる構成であってもよい。
【０１５１】
　紙搬送ユニット２８の二次転写ローラには図示しない電源によって二次転写バイアスが
印加されている。一方、転写ユニット２０の中間転写ベルト２５のループ内で、中間転写
ベルト２５が掛け回されている転写バックアップローラ２３は、接地されている。これに
より、二次転写ニップに二次転写電界が形成されている。
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【０１５２】
　二次転写ニップの図中右側方には、レジストローラ対１５が配設されており、ローラ間
に挟み込んだ転写紙Ｐを中間転写ベルト２５上の４色トナー像に同期させ得るタイミング
で二次転写ニップに送り出す。二次転写ニップ内では、中間転写ベルト２５上の４色トナ
ー像が二次転写電界やニップ圧の影響によって転写紙Ｐに一括二次転写され、転写紙Ｐの
白色と相まってフルカラー画像となる。二次転写ニップを通過した転写紙Ｐは、中間転写
ベルト２５から離間して、紙搬送ベルト２９のおもて面に保持されながら、その無端移動
に伴って定着装置３０へと搬送される。
【０１５３】
　中間転写ベルト２５のクリーニング対向ローラ２２に対して中間転写ベルト２５を挟ん
で対向する位置には、ベルトクリーニング装置２４が配置されている。二次転写ニップを
通過した中間転写ベルト２５のおもて面には、二次転写ニップで転写紙Ｐに転写されなか
った転写残トナーが付着しており、この転写残トナーは、中間転写ベルト２５に当接する
ベルトクリーニング装置２４（図１５参照）によって掻き取り除去される。
【実施例】
【０１５４】
　次に、実施例及び比較例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明は下記実施
例に制限されるものではない。
【０１５５】
（製造例１）
＜軟化剤液１の調製＞
　下記材料を室温にて１時間撹拌し、軟化剤液１を調製した。
　・軟化剤：コハク酸ジカルビトール（高級アルコール工業社製、ハイアクオスターＤＣ
Ｓ）５０．００質量％
　・溶解助剤：トリプロピレングリコール（旭硝子社製）１０．００質量％
　・濡れ性改善剤：パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシド（ネオス社製、
フタージェント２５０、パーフルオロアルケニル基数１、エチレンオキシド平均付加モル
数２２）２．００質量％
　・ｐＨ調整剤：乳酸ナトリウム（関東化学社製、試薬、５０質量％水溶液）０．０２４
質量％
　・ｐＨ調整剤：乳酸（関東化学社製、試薬、５０質量％水溶液）０．０１６質量％
　・防腐剤：２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オン（ケミクレア社製、ＺＯＮＥＮ
－ＭＴ、５０質量％）０．０４質量％
　・水：イオン交換水３７．９２質量％
【０１５６】
（製造例２）
＜軟化剤液２の調製＞
　製造例１において、濡れ性改善剤をパーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシ
ド（ネオス社製、フタージェント２２２Ｆ、パーフルオロアルケニル基数２、エチレンオ
キシド平均付加モル数２２）に代え、かつ濡れ性改善剤を１質量％、イオン交換水を３８
．９２質量％にした以外は、製造例１と同様にして、軟化剤液２を調製した。
【０１５７】
（製造例３）
＜軟化剤液３の調製＞
　製造例２において、濡れ性改善剤をパーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシ
ド（ネオス社製、フタージェント２４５Ｆ、パーフルオロアルケニル基数２、エチレンオ
キシド平均付加モル数４５）に代えた以外は、製造例２と同様にして、軟化剤液３を調製
した。
【０１５８】
（製造例４）
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＜軟化剤液４の調製＞
　製造例１において、濡れ性改善剤をパーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシ
ド（ネオス社製、フタージェント２２８Ｐ、パーフルオロアルケニル基数４、エチレンオ
キシド平均付加モル数２８）に代え、濡れ性改善剤を１．５質量％、イオン交換水を３８
．４２質量％にした以外は、製造例１と同様にして、軟化剤液４を調製した。
【０１５９】
（製造例５）
＜軟化剤液５の調製＞
　製造例２において、軟化剤をコハク酸ジカルビトールからアジピン酸ジメトキシエチル
（東京化成社製、試薬）に代え、かつ軟化剤を２０質量％、イオン交換水を６８．９２質
量％にした以外は、製造例２と同様にして、軟化剤液５を調製した。
【０１６０】
（製造例６）
＜軟化剤液６の調製＞
　製造例１において、濡れ性改善剤を添加せず、イオン交換水を３９．９２質量％に変え
た以外は、製造例１と同様にして、軟化剤液６を調製した。
【０１６１】
（製造例７）
＜軟化剤液７の調製＞
　製造例２において、軟化剤をコハク酸ジカルビトールからジエチレングリコールモノブ
チルエーテル（関東化学社製、試薬）に代え、かつ軟化剤を３０質量％、イオン交換水を
５８．９２質量％にした以外は、製造例２と同様にして、軟化剤液７を調製した。
【０１６２】
（製造例８）
＜脂肪酸ジエタノールアミン塩含有液の調製＞
　ミリスチン酸（関東化学社製、試薬）、パルミチン酸（関東化学社製、試薬）、及びス
テアリン酸（関東化学社製、試薬）の質量比（ミリスチン酸：パルミチン酸：ステアリン
酸）を４：３：１とした脂肪酸と、中和剤であるジエタノールアミン（関東化学社製、試
薬）のモル比（脂肪酸：ジエタノールアミン）が１．０：０．７になるように計量し、そ
れを液温８０℃のイオン交換水中で、１時間撹拌し、室温になるまで放冷して、脂肪酸ジ
エタノールアミン塩含有液を調製した。脂肪酸ジエタノールアミン塩含有液における脂肪
酸ジエタノールアミン塩の含有量は１０．４１質量％であった。
【０１６３】
（製造例９）
＜起泡剤液１の調製＞
　下記材料を液温８０℃にて１時間撹拌し、室温になるまで放冷して、起泡剤液１を調製
した。
　・起泡剤：製造例８で調製した脂肪酸ジエタノールアミン塩含有液３８．４０質量％
　・粘度調整剤：ポリエチレングリコール４０００（関東化学社製、試薬）１０．００質
量％
　・増泡剤：ヤシ油脂肪酸モノエタノールアミド（松本油脂製薬社製、マーポンＣＭＡ）
０．６０質量％
　・増泡剤：ポリオキシエチレンステアリルエーテル（花王社製、エマルゲン３５０）１
．００質量％
　・防腐剤：２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オン（ケミクレア社製、ＺＯＮＥＮ
－ＭＴ、５０質量％）０．０４質量％、
　・希釈剤：イオン交換水４９．９６質量％
【０１６４】
（製造例１０）
＜起泡剤液２の調製＞
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　製造例９において、起泡剤をヤシ油脂肪酸トリエタノールアミン塩（東邦化学工業社製
、トーホーＣＴ、４０質量％水溶液）に代え、起泡剤を２５質量％、イオン交換水を６３
．３６質量％にした以外は、製造例９と同様にして、起泡剤液２を調製した。
【０１６５】
（製造例１１）
＜起泡剤液３の調製＞
　製造例９において、起泡剤をラウリルジメチルアミノ酢酸ベタイン（花王社製、アンヒ
トール２４Ｂ、２７質量％水溶液）に代え、起泡剤を３７．０４質量％、イオン交換水を
５１．３２質量％にした以外は、製造例９と同様にして、起泡剤液３を調製した。
【０１６６】
（実施例１～８及び比較例１～３）
＜定着液の調製＞
　軟化剤液の種類、起泡剤液の種類及びこれらの混合比を表１に記載の条件として、定着
液を調製した。
【０１６７】
【表１】

【０１６８】
＜濡れ性の評価（接触角の測定）＞
　接触角は、いわゆる液滴法による動的接触角（接触角の経時変化）であり、市販の動的
接触角計で測定可能である。この動的接触角は、固体に対する液の濡れ性を表す一つの尺
度であり、一般に濡れ性がよい程、接触角は小さくなりやすい。
【０１６９】
　以下に、実施例１～８、及び比較例１～３における定着液を用いて、樹脂微粒子として
トナーを用いた場合の接触角の測定方法を示す。
　電子写真方式のプリンタ（株式会社リコー製、ｉｍａｇｉｏＭＰＣ２５００）を用いて
、ＰＰＣ用紙（株式会社リコー製、マイペーパー）上に未定着のトナー（株式会社リコー
製、ｉｍａｊｉｏ　ＭＰ　スポットトナー）を堆積させ、トナー層を厚み３０μｍで形成
した。これを温度７４℃中の恒温槽にて６分間加熱してトナー粒子間の隙間を埋めない程
度にトナー粒子同士を僅かに接着した。
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　その上方から、針つきのシリンジ（針の外径：０．３６ｍｍ）を用いて、前記定着液の
微小液滴（液滴の直径：０．７ｍｍ）を前記トナー層の上に滴下し、前記定着液が前記ト
ナー層に接液した時点から０．０３秒間経過後の状態を、前記トナー層の真横方向からビ
デオカメラにより３０ｆｐｓで撮影し、この撮像データから接触角を測定した。この測定
は、温度２０℃、湿度５０％の環境下で行った。
　なお、未定着のトナー層中には多くの間隙があるため定着液は時間と共にトナー層中に
吸収（浸透）され、それに応じて接触角も変化する。トナー層の厚みが３０μｍ未満であ
ると着弾の際に定着液が下地である紙に直接接触して、下地である紙による液の吸収によ
って正確な接触角が測定できないことがある。また、トナーの粒径が直径５μｍ～１０μ
ｍのとき、滴下する液滴の大きさは、直径０．５ｍｍ～１．０ｍｍとする。液滴が直径０
．５ｍｍ未満であると、接触角に対するトナーの形状の影響が無視できなくなり、正確な
接触角が測定できないことがある。液滴が１．０ｍｍより大きいと自重によって液滴がつ
ぶれ正確な接触角が測定できないことがある。
　本評価では、濡れ性改善剤が添加されていない定着液９（比較例１）よりも、
　　接触角が小さい場合を「○」
　　接触角がほぼ同じ場合を「△」
　　接触角が大きい場合を「×」
として、濡れ性を判定した。結果を表２に示す。
【０１７０】
＜泡質の評価＞
　図１０に示す定着装置を用いて評価を行った。軟化剤液１００ｍＬと起泡剤液１００ｍ
Ｌを各々ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）樹脂フィルム製の密閉容器に収容し、定
着装置に装着した。続いて、チューブポンプからなる液搬送ポンプを稼動させ、軟化剤液
を流量３ｍＬ／分間、起泡剤液を流量３ｍＬ／分間で５秒間、液混合部を経由して、バブ
リング槽へ供給した。液搬送ポンプを停止した後、ダイヤフラム型エアーポンプからなる
空気ポンプを稼動させ、バブリング槽内で１５秒間バブリングして大きな泡径の泡状定着
液Ｂｕを作製した。
　なお、実施例５においては、軟化剤液を流量２ｍＬ／分間、起泡剤液を流量４ｍＬ／分
間で５秒間、液混合部を経由して、バブリング槽へ供給した。
　実施例６においては、軟化剤液を流量４ｍＬ／分間、起泡剤液を流量２ｍＬ／分間で５
秒間、液混合部を経由して、バブリング槽へ供給した。
　続いて、二重円筒構造の泡微細化部を稼動させて、微小な泡径の泡状定着液Ｂｕを作製
した。泡微細化部の内側円筒は不図示の回転軸に固定されており、回転駆動モータにより
回転する構造になっている。泡微細化部の外側円筒及び内側円筒は、ＰＥＴ樹脂とした。
外側円筒は、内径を１０ｍｍ、軸線方向の長さを１２０ｍｍとし、内側円筒の外径を８ｍ
ｍ、軸線方向の長さを１００ｍｍとした。内側円筒の回転数は、１，０００ｒｐｍとし、
回転時間は、１０秒間とした。
　得られた泡径の微小な泡状定着液Ｂｕについて、容積が既知である容器に泡を隙間なく
充填して重量を測定し、泡密度を算出した。
　本評価では、濡れ性改善剤が添加されていない定着液９（比較例１）よりも、
　　泡密度が小さい場合を「○」
　　泡密度がほぼ同じ場合を「△」
　　泡密度が大きい場合を「×」
として、泡質を判定した。結果を表２に示す。
【０１７１】
＜オフセットの評価＞
　定着画像品質を評価するために、未定着トナーＴのトナ-像が形成された転写紙Ｐの上
に微小な泡径の泡状定着液Ｂｕを付与した。ここで、未定着トナーＴのトナー像が形成さ
れた転写紙Ｐとしては、電子写真方式のプリンタ（株式会社リコー製、ｉｍａｇｉｏＭＰ
Ｃ２５００）を用い、未定着トナー（株式会社リコー製、ｉｍａｊｉｏ　ＭＰ　スポット
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トナー）のカラー画像をＰＰＣ用紙（株式会社リコー製、マイペーパー）に形成した。
　このように形成したカラー画像において、未定着トナーＴのトナー層の厚みは、３０μ
ｍ～４０μｍであった。
　続いて、定着開始にあわせ、図１２に示す定着装置を用い、ノズル３９から微小な泡径
の泡状定着液Ｂｕを塗布ローラ４１と膜厚調整ブレード４２との間に供給した。微小な泡
径の泡状定着液Ｂｕが塗布ローラ４１と膜厚調整ブレード４２との間に供給開始され始め
たタイミングで、塗布ローラ４１を駆動しながら、未定着トナーＴからなる未定着画像が
形成された転写紙Ｐを塗布ニップに挿入した。
　このとき、塗布ローラ４１の表面には膜厚約８０μｍの泡状定着液膜が均一に形成され
、転写紙Ｐの表面に均一に微小な泡径の泡状定着液が付与された。また、膜厚調整ブレー
ド４２と塗布ローラ４１との間隙は、５０μｍとし、転写紙Ｐに対する定着液の塗布量は
、１００ｍｇ／Ａ４（Ａ４：２１０ｍｍ×２９７ｍｍ）前後とした。加圧ローラ４３とし
ては、アルミニウム合金製ローラ（直径１０ｍｍ）を芯金とし、外径５０ｍｍのポリウレ
タンフォーム材(イノアック社製、商品名「カラーフォームＥＭＯ」)を形成したスポンジ
ローラを用いた。塗布ローラ４１としては、ＰＦＡ樹脂を焼付け塗装したＳＵＳ製ローラ
（直径３０ｍｍ）を用いた。そして、２つのローラの線速は、３００ｍｍ／ｓとした。
　また、膜厚調整ブレード４２は、アルミニウム合金製支持板に厚み１ｍｍの並板ガラス
を接着し、ガラス面を塗布ローラ４１側に向け、１０μｍ～１００μｍの範囲で塗布ロー
ラ４１とガラス面の隙間を制御できるようにした。紙搬送速度は、３００ｍｍ／ｓとした
。
　定着画像の品質について、オフセットの程度を以下に示す基準で評価した。結果を表２
に示す。
〔評価基準〕
　　○：トナーオフセットが発生せず、良好な画像が得られる
　　△：トナーオフセットが発生するが、画像は認識可能である
　　×：トナーオフセットが発生し、画像が大きく乱れている
【０１７２】
【表２】

【０１７３】
　表２の結果から、パーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドを濡れ性改善剤
として含有する本発明の定着液は、トナー層への濡れ性が良く、更に、定着液の泡質に影
響を及ぼさず、更に、高速印刷時もオフセットを防止することができる。中でも、分子内
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にパーフルオロアルケニル基を２つ有し、且つ、エチレンオキシドの平均付加モル数が２
２であるパーフルオロアルケニル基含有ポリエチレンオキシドを濡れ性改善剤として含有
する本発明の定着液（実施例２、３、及び５～８）は、トナー層への濡れ性が飛躍的に向
上している。
【０１７４】
　本発明の定着液は、非熱定着方式を採用する電子写真形成技術に使用し得る定着液とし
て、好適に利用可能である。
【符号の説明】
【０１７５】
　　　３　　　プロセスユニット
　　　４　　　感光体
　　　６　　　現像装置
　　　７　　　帯電装置
　　　８　　　除電ランプ
　　　９　　　ドラムクリーニング装置
　　　１５　　レジストローラ対
　　　２０　　転写ユニット
　　　２１　　駆動ローラ
　　　２２　　クリーニング対向ローラ
　　　２３　　転写バックアップローラ
　　　２４　　ベルトクリーニング装置
　　　２５　　中間転写ベルト
　　　２６　　一次転写ローラ
　　　２８　　紙搬送ユニット
　　　２９　　紙搬送ベルト
　　　２９ａ　二次転写ローラ
　　　２９ｂ　駆動ローラ
　　　３０　　定着装置
　　　３１　　定着液収容器
　　　３３　　液搬送ポンプ
　　　３３ａ　軟化剤液搬送ポンプ
　　　３３ｂ　起泡剤液搬送ポンプ
　　　３４　　液搬送パイプ
　　　３４ａ　軟化剤液搬送パイプ
　　　３４ｂ　起泡剤液搬送パイプ
　　　３４ｃ　定着液搬送パイプ
　　　３５　　バブリング槽
　　　３６　　空気ポンプ
　　　３８　　泡微細化部（せん断力付加手段）
　　　３８ａ　外側円筒
　　　３８ｂ　内側円筒
　　　３８ｃ　泡搬送パイプ
　　　３８ｄ　排出パイプ
　　　３９　　ノズル（泡状定着液供給口）
　　　４１　　塗布ローラ
　　　４２　　膜厚調整ブレード
　　　４２ａ　ブレード回動軸
　　　４３　　加圧ローラ
　　　６０　　液状定着液を塗布する定着装置
　　　６１　　軟化剤液収容器
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　　　６２　　起泡剤液収容器
　　　６３　　液混合部
　　１００　　プリンタ
　　１３０　　定着液供給部
　　１４０　　定着液塗布部
　　３１０　　液状定着液
　　３１３　　供給口
　　４３０　　加圧ベルト
　　６１０　　軟化剤液
　　６２０　　起泡剤液
　　Ｂｕ　　　泡状定着液
　　Ｂｕ１　　泡状定着液膜
　　Ｂｕ－Ａ　気泡
　　Ｂｕ－Ｂ　液膜境界
　　　Ｃ　　　塗布ニップ
　　　Ｐ　　　転写紙
　　　Ｔ　　　未定着トナー
　　　Ｔａ　　オフセットトナー
　　　Ｔｂ　　定着トナー層
　　　Ｔｐ　　トナー粒子
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１７６】
【特許文献１】特許第３２９０５１３号公報
【特許文献２】特許第４１８５７４２号公報
【特許文献３】特開昭５９－１１９３６４号公報
【特許文献４】特許第４３５４１６４号公報
【特許文献５】特開２００９－００８９６７号公報
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